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第 2 章  潮 位 

2.1 潮位の基本 

潮位は、天文潮及び気象潮、波による水位上昇並びに津波等による異常潮位を考慮して、実測値又は

推算値に基づいて、工事用基準面からの水位を適切に設定するものとする。 

 
潮位は、天文潮、気象潮、津波等により変動することから、漁港・漁場の設計に際して、これらを

考慮する必要がある。 
 
2.1.1 天文潮 

月と太陽の万有引力によって引き起こされる潮汐を天文潮というが、設計に用いる潮位として、次

の①～④を求める必要があり、1ケ年以上の潮位記録を基に各潮位を求めることを原則とする。 
① 平均水面M.W.L.（Mean Water Level）又はM.S.L.（Mean Sea Level） 

ある期間の海面の平均高さに位置する面をその期間の平均水面という。実用上は 1 ケ年の潮位

を平均して平均水面とすることを原則とする。 
② 最低水面C.D.L.（Chart Datum Level） 

最低水面は海図における水深の基準面で、水路業務法施行令 第一条に基づいて海上保安庁長官

が公示している。以前は、最低水面のことを基本水準面と呼んでいたが、平成 14年 4月 1日の水

路業務法の改定に伴い、現在は基本水準面という用語は使用されていない。 
最低水面は平均水面から主要4分潮である主太陰半日周期M2、主太陽半日周期S2、日月合成日

周期 K1、主太陰日周期 O1 の半潮位差の和又はほぼそれに等しい高さだけ平均水面から下げた面

である。ここで、主要 4 分潮 M2，S2，K1，O1の詳細は潮位表 1)、潮汐表 2)を参照することができ

る。 
③ 朔望平均満潮面H.W.L.（mean monthly Highest Water Level） 

朔（新月）、望（満月）の日から前 2日、後 4日以内に現れる各月の最高満潮面を平均した水面

である。 
④ 朔望平均干潮面L.W.L.（mean monthly Lowest Water Level） 

朔（新月）、望（満月）の日から前 2日、後 4日以内に現れる各月の最低干潮面を平均した水面

である。 
⑤ 東京湾平均海面T.P.（Tokyo Peil） 

東京湾における平均水面。国土地理院の地形図における高さの基準として用いられている。 
 
2.1.2 気象潮 

高・低気圧の通過に伴う気圧変動や風などの気象に起因する海面の水位変化を気象潮という。この

中で台風や低気圧の通過時に潮位が異常に高まる現象を高潮あるいは偏差という。高潮及び偏差の数

値設定は、少なくとも過去 30年以上にわたる観測記録に基づき検討を行うことが望ましいが、観測記

録がない場合には、気象条件から数値解析により推算したり、高潮災害報告、古文書等の既往災害資

料を併用して、出来るだけ長期間の高潮について検討をするのがよい。なお、気象庁が各地の気象記

録に基づき、高潮予測実験式 3)を示しているので参照することができる。 
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2.1.3 津波 

津波については、「2.4 津波」に記述。 
 

2.1.4 副振動 

副振動については、「2.5 副振動」に記述。 
 

2.1.5 既往最高潮位 

過去において示した最高の潮位である。天文潮のみに起因せず高潮、津波、洪水等の影響を受けた

潮位である。 
 

 
 

図2-2-1 基本水準面と各潮位の関係 

 

2.2 設計潮位 

設計潮位は、構造物にとって最も危険となる作用が生じる潮位であり、天文潮及び気象潮並びに津

波等による異常潮位の実測値又は推算値に、気候変動による気象の状況及び将来の見通しを勘案して

必要と認められる値を加えたもののうちから、当該漁港施設の利用状況等を考慮して漁港管理者等が

総合的に判断して適切に定めることを原則とする。 

 

2.2.1 設計潮位 

設計潮位は、対象とする構造物の目的によって異なる。また、目的を同じくする構造物においても、

その施設の機能や構造安定の検討により設計潮位が異なる。例えば、護岸の設計において、天端高は

越波量により決定されるので、越波量が最大となる潮位を設計潮位とするが、構造物の安全性に関す
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る性能照査にあたってはより低い潮位でより危険となる場合があり、このときは原則としてその潮位

を設計潮位とする。 

設計潮位として、既往の観測データや背後施設の重要度等を勘案して以下に示すものが挙げられる。 

 

① 既往の最高潮位（H.H.W.L.） 
② 朔望平均満潮面（H.W.L.）＋最大潮位偏差 

高潮又は砕波による水位上昇が推定される水域では、必要に応じて適切な偏差を加える。 
③ 朔望平均満潮面（H.W.L.） 
④ 朔望平均干潮面（L.W.L.） 

 

既往最高潮位（H.H.W.L.）や朔望平均満潮面等の潮位は、一般に天文潮及び気象潮の過去の変動記

録から定めているが、観測データ数の不足、特殊な地形条件等の理由により過去の潮位の変動記録に

よりがたい場合は、既往の台風、低気圧等の異常気象に基づき、適切な数値解析や推算式によって算

定してもよい。また、高潮と津波は同時生起確率が極めて低いことから、設計潮位の決定にあたって

は同時に発生しないものとして設計潮位を決定することを標準とする。副振動と高潮、津波の場合も

同様の扱いとする。なお、潮汐の影響が大きくない箇所（湖沼又は河川）に位置する漁港の施設に係

る設計潮位は、水位記録等を考慮して決定してもよい。また、海水交流施設では平均水面が設計潮位

となることがある。 
設計潮位の決定にあたっては上記の実測値又は推算値に、気候変動による気象の状況及び将来の見

通しを勘案して必要と認められる値を加えたもののうちから、当該漁港施設の利用状況等を考慮して

漁港管理者等が総合的に判断して適切に定めることを原則とする。 
 

2.2.2 最大潮位偏差 

最大潮位偏差は、既往の検潮記録偏差あるいはモデル高潮による推定最大偏差とし、その設定にあ

たっては、実測期間や生起頻度を考慮する必要がある。施設の重要性に応じて若干の余裕高を加えた

り、経済性を考慮して朔望平均満潮面と同時に起こる確率に応じて補正してもよい。 
 

2.2.3 気候変動の潮位への影響 

日本沿岸の平均海面水位については、1980年以降で上昇傾向にあり、将来の見通しとして、21世紀

中に上昇することが予測されている 4)。緯度による差、地盤沈下、プレートの沈み込み等の影響によ

り、地球平均での海面上昇量がそのまま各地域で実現されるわけではなく、海面上昇には地域的な要

素もある 5)。高潮の発生頻度については、年によって一定ではなく変動がみられるが、将来の見通し

として、多くのケースで台風が強くなり、東京湾、大阪湾、伊勢湾の高潮（高潮偏差）が増大すると

の事例研究が報告されている 4)。また、岸壁の天端等は利用上の観点から余裕高を小さく定めている

こともあり、施設の整備にあたって留意する必要がある。 
気候変動による気象の状況及び将来の見通しについての検討方法及び必要と認められる値の設定に

ついては、「漁港施設等における気候変動適応策の設計に係る手引き」6)を参考にすることができる。 
 

2.3 工事用基準面 

工事用基準面は、原則として最低水面とする。 
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工事用基準面は、漁港・漁場の施設の設計に使用するのみならず、調査、計画、工事等を実施する

場合に基準の高さとして使用するものである。漁港・漁場の施設の大半が漁船の利用を対象としてい

ることから、船舶の航行上必要な水深の確認が容易な最低水面（海図の水深の基準面）を工事用基準

面とすることにより、漁港・漁場の施設の調査、計画、設計、工事等の円滑な推進を図るのが望まし

い。 
なお、漁港の施設には、集落道、漁港関連道等のように陸上に設置される構造物もあることから、

東京湾平均海面（T.P.）と工事用基準面との関係を明らかにしておく必要がある。さらに、場所によ

っては地震等による急激な地盤変動や地下水汲み取り等による長期間にわたる地盤高の変化があるこ

とから、常に地盤の高さについては注意を払う必要がある。 
 

2.4 津波 

津波については、「第 5章 津波」を参照する。 
 

2.5 副振動 

副振動の発生が考えられる場合には、副振動の卓越周期、振幅、流速等について十分検討する必要

がある。 
 

2.5.1 副振動 

潮汐、高潮、津波以外に周期数十秒から数十分の長周期の振動が、湾（港）内で発生することがあ

る。この現象は副振動（「セイシュ」あるいは地域により「よた」「網引き」等）と呼ばれ、サーフビ

ート、長周期のうねり、高潮、潮流等により発生すると考えられている。漁港内における副振動の周

期は、港内の広さ及び形状や波浪条件により異なるが、数分程度であることが多い。副振動が発達す

ると、波高が小さいにもかかわらず副振動の節の部分で強い流れが生じ、漁船の航行、係留に支障を

きたすことがある。また、高波浪時に港外の発生振動と港内の固有振動がほぼ一致した場合には、船

舶の係留索の切断、船体動揺による転覆、係留施設の冠水及び陸上施設の浸水が発生する等大きな被

害が生じることもある。 
外郭施設、係留施設、水域施設等の建設後に副振動対策を講じることは困難な場合が多いことから、

施設配置計画段階において泊地の形状等を十分検討する必要がある。特に、来襲波の特性（波高、周

期等）や海底勾配、港内の水深、港形並びに港口前面での砕波等により、副振動特性が大きく異なる

ことから、長周期振動が問題となっている海域では現地調査等に基づき現象を十分把握した上で、適

切な数値解析や水理模型実験を行い、副振動対策を検討することが望ましい。 
 
2.5.2 固有振動周期 7) 
副振動は、長方形型の形状をした湾（港）において比較的発生しやすいと言われており、湾（港）

口が節となり湾（港）奧が腹となる。長方形型と仮定した港における固有振動周期 7)は式 2-2-1 で近似

できる。 

𝑇𝑇� =
4ℓ

(2𝑚𝑚𝑚 1)(gℎ)�/� 

ここに 
Tf ：固有振動周期（s） 

 ············································ （式 2-2-1） 
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ℓ ：港の奥行き（m） 
m ：節の数（1，2，…） 
h：港の平均水深（m） 
g：重力加速度（m/s2） 

 
なお、港内のみならず港口付近の外海部も振動することから港口による影響を加味した固有振動周

期の補正を式 2-2-2、式 2-2-3、表 2-2-1及び図 2-2-2により行う。 

𝑇𝑇 = 𝛼𝛼 4ℓ
(gℎ)�/� 

𝛼𝛼（補正係数） = �1� 2𝑏𝑏
𝜋𝜋ℓ �0.9228− ln𝜋𝜋𝑏𝑏4ℓ��

�/�
 

ここに 
b ：港の幅（m） 

 
表2-2-1 補正係数αの値 

b/ℓ 1 1/2 1/3 1/4 1/5 1/10 1/20 

α 1.320 1.261 1.217 1.187 1.163 1.106 1.064 

 
 

 
図2-2-2 港の形状 

 

2.5.3 副振動対策 

副振動の振幅を抑えるには、港外から侵入してきた「うねり」を港の内周で不完全反射させる、又

は、何らかの方法で港内でのエネルギー損失を増大させる必要がある。そこで、副振動対策としてこ

れまでに行われてきた方法としては、港内に発生する流れを緩和したり、固有振動周期を変化させる

ために、 
 

① 防波堤沖出しや沖防波堤を設置する 
② 港内に突堤を設置する 
③ 港内流入水の排出口を設ける 
④ 直立護岸（岸壁）を改良し、消波護岸（岸壁）にする 
⑤ 対象泊地の入口に水門（可動式防波堤又は防波水門）を設置する 

 
等がある（図 2-2-3 参照）。⑤の場合、漁港における漁船等の利用形態や背後施設の重要度等を検討

 ···················································· （式 2-2-2） 

 ······················· （式 2-2-3） 
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するとともに、これまで行われてきた対策との機能性や経済性の比較を行う必要がある。この構造型

式としては、ローラーゲート式、起伏ゲート式、膜式（水圧により膜を膨張させて閉鎖する方式）等

があるが、図 2-2-4にローラーゲート式の概略図を示す。 
 

 
（ａ）防波堤の沖出し、沖防波堤の設置（①） 

 
（ｂ）港内に突堤、波除堤を設置（②）   （ｃ）港内流入水の排出口を設置（③） 

 

 
（ｄ）直立消波岸壁を設置（④）    （ｅ）対象泊地の入口に水門を設置（⑤） 

図2-2-3 副振動対策の例 

 
 

 
（ａ）格納時             （ｂ）閉鎖時 

図2-2-4 水門（可動式防波堤又は防波水門）におけるローラーゲート式の概略図 
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① 平面波浪場の解析モデルの概要 

「エネルギー平衡方程式」は、施設に対する設計波高を検討するために有用である換算沖波波

高の算定において、一般的に用いられている。この方法は、多方向不規則波としての取り扱いが

でき、計算時間も少ないことから、実務に適している。砕波現象を付加したモデル 18)も開発され

ており、漁場や海岸などの広域的な平面波浪場の計算に用いられる。 
「高山の方法」19)は、水深が深い港湾の港内静穏度の検討に適用することを前提としている。

水深の変化によって生じる現象を考慮できないものの、簡便な方法であることもあって、港湾で

は標準として用いられている。 
「非定常緩勾配方程式」20)21)及び「数値波動解析法」22)-26)は1方向の規則波であるものの、外郭

施設や係留施設の存在により反射や回折が生じたり、浅い水深に起因する屈折や砕波の取り扱い

ができるため、適用事例が多い解析法である。近年、漁港では、「非定常緩勾配方程式」あるいは

「数値波動解析法」の成分波重ね合わせ法 27)や多方向不規則波の時系列解析法である「非定常緩

勾配不規則波動方程式」28)、多方向不規則波の時系列解析法で弱非線形性及び弱分散性を考慮で

きる「ブシネスク（Boussinesq）方程式」29)等を用いて、出漁限界波高の検討や安全係船岸充足

率の算定を行っている。 
ただし、現在の実用的な平面波浪場の解析モデルは、全ての波浪変形現象を精度良く包括的に

取り扱うことはできない。特に、波の非線形性や分散性、砕波については、どのモデルに関して

も精度の点で問題を有している。よって、施設の波圧・波力算定に計算結果を直接用いる場合に

は、明らかにしたい現象を明確にしたうえで、適切な解析モデルを採用するとともに、計算結果

の適切な解釈を行うことに留意する必要がある。さらに、現実の波は、まだ十分に明確になって

いない長周期成分を含んでいる。このため、平面波浪場の解析モデルのみによる検討では不十分

であると判断する際は、現地観測の実施や水理模型実験によって検討を行うことが必要である。 
 

表2-3-1 代表的な平面波浪場の解析モデルの概要 

 波の不規則性及び多方向性

並びに各種変形現象 
浅 

水 

変 

形

屈

折

回

折

多

重

反

射

砕

波

多

方

向

性

不

規

則

性

特  記  事  項 
代表的な波浪変形 
解析モデル 

 

エネルギー平衡方程式 ◎ ◎ ▽ × ○ ◎ ◎ ・定常状態の解析法 
・一次反射は考慮可能 

高山の方法 × × ◎ ◎ × ◎ ◎ ・定常状態の解析法 
・水深を一定とした簡便法 

非定常緩勾配方程式 
数値波動解析法 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ 

・規則波の時系列解析法 
・不規則性及び多方向性は，成分波

重ね合わせ法とした場合 

非定常緩勾配不規則波動方程式 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ・多方向不規則波の時系列解析法 

ブシネスク方程式 ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ・多方向不規則波の時系列解析法 
・弱非線形性及び弱分散性を考慮 

◎：基本形で適用可能 ○：応用形で一般的適用可能 ×：適用不可能 
▽：基本理論では考慮されていないが実用上可能 

 

② 換算沖波の有用性 

二次元水路における波の変形や越波などの実験、あるいは二次元的な波の変形理論計算には、
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平面的地形変化（回折・屈折）は考慮されていない。そこで、二次元模型実験あるいは理論計算

結果を現地に適用する場合には、現地の沖波に現地の特殊条件である平面的地形変化の効果をあ

らかじめ導入して、実験や理論計算に用いられている沖波入射波高に対応する形に直しておく必

要がある。このような、現地の沖波を回折・屈折係数で補正した沖波を換算沖波と称し、現実の

沖波と区分している。この概念は有義波のみに用いられる。 
 

3.2 設計に用いる波の決定方針 

漁港・漁場の施設の設計波は、沖波を算定した上で沖波算定地点から設計対象施設までの波浪変形

現象を考慮するとともに、施設に最も大きな影響を与える波を採用することを原則とする。 
 
堤体の性能照査のために用いる波は、設計波の算定手順を沖波の各来襲方向について行い、堤体に

対して最も大きな作用を与える波を選定することを原則とする。この場合、対象地点での特殊条件、

例えば、防波堤隅角部による波高の増大などの影響についても考慮する必要がある。 
静穏度を向上させるための防波堤の法線配置の検討では、風波の来襲方向だけではなく、うねり性

の波の来襲方向についても十分に考慮する必要がある。 
 
3.2.1 推算値及び実測値の取り扱い 

波浪の推算値は実測値を補完する資料である。気象資料から波浪を推算する場合、洋上の風を正確

に推定することが難しいため、その精度には限界がある。このため推算結果と観測値とを同一の異常

気象の期間に対して比較し、波浪の推算精度を検証する。また、漁港周辺の波浪は強い地域性を含む

場合が多いため、波浪推算にあたっては海域別の気象・海象特性を考慮することによりその推算精度

を向上させることが望ましい。ここで気象・海象特性の検討に使用する観測値は最低 3 年以上のもの

であって、かつ異常高波のデータを相当数含むことが必要である。ただし、推算値を上回るような異

常波浪が観測された場合には、その観測値を考慮して波浪の極値統計解析を行い、設計沖波を求めて

もよい。また、現地の実測資料が十分でない場合には、自然条件等の各種条件が類似した隣接地での

実測資料を参考にしてもよい。 
なお、実測資料から得た有義波の波高が実測地点の水深の 0.5 倍以上になっている場合、この波浪

データは砕波の影響を受けていると考えられるので、そのようなデータについては、波浪推算によっ

て沖波の諸元を推定する必要がある。推算した沖波に対しては各種の波の変形を考慮して実測地点の

有義波を推定し、実測資料と照合を行う必要がある。 
 
3.2.2 モデル台風 

近年では波浪のエネルギー平衡方程式に基づく数値モデルを台風時に適用して、台風による高波浪

を推算する方法が用いられるようになっている 30)。波浪推算の精度は海上風の推定精度に大きく依存

するが、台風を対象とする場合には、一般に台風域内の気圧分布をマイヤースの式などで近似し、こ

れから求めた中心対称傾度風と台風の移動に伴う場の風を合成してモデル台風を作成する方法が用い

られている。さらに、気象の客観解析値（気象 GPV、JRA-25、JRA-55 等）や、これを初期値・境界

値とした局地気象モデルによる海上風の推算が行われている。海上風の推算には、漁港の立地の特性

などから、陸上地形の影響を考慮できる推算方法を採用することが望ましく、局地気象モデルによっ

て対象海域周辺の陸上地形が気象場に及ぼす影響を考慮した、より細かな時間及び空間解像度の気象
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場を推算することが可能である。局地気象モデルとして、MM531)や WRF32)が知られている。台風域

内の風速分布は、個々の台風の強さ、進行速度及び進行方向などによって決定されるので、モデル台

風を作成する場合には過去に発生した台風の上陸前の進路や進行速度等についても十分に検討するこ

とが望ましい。 
 
3.2.3 設計波の算定手順 

設計波の算定手順は、一般に図 2-3-5 にしたがってよい。ただし、波の屈折、回折、浅水変形等の

種々の想定される変化を考慮し、対象とする施設や背後施設へ最も不利な作用を及ぼす波を用いる必

要がある。 
漁港・漁場の施設の設計波の決定は本図書に記述する方法によることを原則とするが、「海岸施設設

計便覧 2000 年版」16)や「新しい波浪算定法とこれからの海域施設の設計法－性能設計法の確立に向け

て－」33)、「漁港海岸事業設計の手引 令和 2年度版」34)を適宜、参考にすることができる。 
 
3.2.4 設計波を算定する際の留意点 

設計沖波は、一般的に海底の影響をほとんど受けない深海波（水深が波長の約 1/2 よりも大きい水

域の波）である。なお、内湾などでは、発生波そのものが浅海波となる場合が多く、このときは浅海

波としての波浪推算が必要である。まず、深海波は浅海域へ進行すると、海底地形の影響を受けて波

速、波長、波向及び波高が変化する屈折現象を起こす。続いて、進行する波は、その前方に防波堤又

は岬あるいは島などがあると、その進行を遮られ、その背後の水面に回り込む回折現象を生じる。 
回折現象は、屈折現象と違って深海域においても浅海域においても生じる。したがって、浅海域に

島などがある場合には、屈折と回折現象が同時に生じることになる。さらに、隣接構造物などによる

反射波の影響がある場合は、これも検討する必要がある。その他、波が静かで、かつ大型船が航行す

る航路に面している施設においては、航走波を考慮する必要がある。設計対象構造物によっては、波

向及び周期が重要な要素となる場合がある。 
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図2-3-5 設計波の算定手順の例 

 

3.2.5 設計沖波 

設計沖波の決定に際し、防波堤等の施設設置位置、若しくはその近傍隣地において信頼すべき実測

値が得られる場合は、これらの実測値を統計的に処理し、与えられた波の諸元から換算沖波の算定及

び水深による波の変形の逆の手続きにより算定した沖波の諸元に、気候変動による気象の状況及び将

来の見通しを勘案して設定する。気候変動による気象の状況及び将来の見通しについての検討方法並

びに必要と認められる値の設定方法については、「漁港施設等における気候変動適応策の設計に係る手

引き」35)を参考にすることができる。 
信頼すべき実測値が得られない場合は、波の推算により算定した沖波の諸元を準用できる。波の推

算は、波を発生・発達させる風域を設定し、その風域条件に最も適切な推算法を用いて、波の発達・

減衰を計算する。波浪の推算法としては有義波法（S.M.B.法、ウィルソン法、ブレットシュナイダー

法、坂本・井島法及びこれらを数値計算化した方法）及び波浪スペクトル法（エネルギー平衡方程式

法、パラメーター法）などがある。なお、詳細については「本編 3.3 設計沖波の算定」を参照のこと。 
 
3.2.6 潮位 

設計波を算定するためには、対象となる潮位を求める必要がある。この潮位は、構造物が最も危険

となる潮位を標準とする。したがって、防波堤の性能照査に用いる潮位は、L.W.L.から H.W.L.（高潮
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等による水位上昇が推定される水域については、偏差を加えたもの）のうち構造物が最も危険となる

潮位とし、防波堤の天端高算定に用いる潮位は H.W.L.（高潮等による水位上昇が推定される水域につ

いては、偏差を加えたもの）を標準とする。 
 
3.2.7 波向 

波向は、波の主方向に対して±15°の範囲も検討し、最も危険な条件となる角度を選定する。 
① 堤体の性能照査のために用いる波は、設計波の算定手順を沖波の各来襲方向について行い、

堤体に対して最も大きな波力を与える波を選定することを原則とする。この場合、対象地点

での特殊条件、例えば、防波堤隅角部による波高の増大などの影響についても考慮するのが

よい。 
② 静穏度を向上させるための防波堤の法線配置の検討では、風波の来襲方向だけではなく、う

ねり性の波の来襲方向についても十分に考慮することが望ましい。 
 
3.3 設計沖波の算定 

3.3.1 沖波の諸元と推定方法 

設計沖波の諸元については、信頼すべき実測値が得られる場合、これらの実測値を統計的に処理し

て算定することを原則とする。 
信頼すべき実測値が得られない場合は、気象資料に基づき適切な推算法を用いて算定してもよい。 

 
（1） 波向 

波向は、実測値又は推算値を用いるいずれの場合においても、構造物に大きな影響を与えると考

えられる方向について求める。ただし、うねりが卓越する海域では、うねりと風波の来襲方向が異

なる場合があるので、うねりの扱いにも十分に注意する必要がある。 
 
（2） 設計沖波算定方法の現状 

漁港の場合、長期間にわたる波浪の現地観測を行っている箇所数が少なく、天気図や気象データ

から風と波を推算し、極値統計解析によって確率波を算定することが多い。 
 
（3） 推算方法 

波の推算方法は一般に経験公式に基づくもの、有義波法によるもの、波浪スペクトル法によるも

のに大別される。経験公式は一般的ではないが、特定の状況に対する簡便な方法として有用な結果

を与える場合がある。有義波法には、深海において一定の風が吹く場合に適した S.M.B.法、風が時

間的、空間的に変動する場合に適したウィルソン（Wilson）法、浅海域での推算に拡張したブレッ

トシュナイダー（Bretschneider）法、浅海での変動風域に対応できる坂本・井島法等がある 36)。

一方、波浪スペクトル法は、波のエネルギースペクトルの発達減衰過程を追って波を推算するもの

であり、代表的な手法としてエネルギー平衡方程式法、パラメーター法等がある。波のエネルギー

スペクトルの平衡方程式を数値計算によって求める方法が開発されてからは、異常気象時の波浪推

算や日々の波浪予報図の作成にも適用されている 37)。波浪スペクトル法による推算モデルは、開発

された年代により、波浪スペクトルを構成する各成分波は互いに独立であると仮定した線形モデル

である第 1 世代モデル（1960 年代～1970 年代初め）、非線形効果を間接的に考慮した第 2 世代モデ
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ル（1970年代～1980年代初め）、非線形効果を直接的に考慮した第 3世代モデル（1980年代以降）

に分類される。現在では第 3 世代モデルを用いることが標準的になりつつある。第 3 世代モデルで

は、非線形エネルギー輸送項のスキームの自由度が高く、二方向波浪、風波とうねりが共存する波

浪でも推算できる。波浪推算には、標準的な推算法になりつつある第 3 世代のスペクトル法から現

地の波浪再現に適したモデルを使用することが望ましく、いずれの波浪推算モデルを用いるかは波

浪観測値と波浪推算値を比較したうえで決定することが望ましい。 
 

① 有義波法 

有義波法の考え方による図式解法を中心とした各種推算方法の概要は、「資料 2.1 有義波法に

よる沖波推定法の概要」を参照のこと。 
 

② 波浪スペクトル法 

波浪スペクトル法は、波の不規則な性質をスペクトルで表し、単一の周波数に対応する成分波

の方向スペクトルの発生・発達・減衰・伝播過程を計算した後、周波数と方向について 2 重積分

を行うことにより全エネルギーを求め、これに基づいて波浪諸元を算出する推算法である。初期

の波浪推算モデルでは、波の発生メカニズムとしてPhillips理論、波の指数関数的発達をMiles理
論で表し、これに砕波、内部粘性、逆風等によるエネルギーの損失等を算定することにより、ス

ペクトルの各エネルギー成分についてその発達・減衰を追跡計算する方法である。これらは大別

すると周波数・方向別のスペクトルの各成分がある平衡状態まで独立に発達するものとして組み

立てられたエネルギー平衡方程式法と、スペクトルの形状をパラメーターで表し、そのパラメー

ターの時間的・空間的変化を追跡する方法によってスペクトルの変化を予測するパラメーター法

に分類できる37)。第3世代モデルとして、気象庁で運用されているMRI-Ⅲ38)、WAM39)、SWAN40) 

やWAVEWATCHⅢ41)が知られている。 
 

③ 有義波法と波浪スペクトル法 

有義波法は波浪スペクトル法に比べ、多くの観測値に基づく検証結果や過去の計算実績による

裏付けのある実用的な波浪の推算法である。有義波法と波浪スペクトル法とではピーク波高の推

定精度に関して両者に大きな差異はない。しかしながら、波浪スペクトル法は、波浪の物理的な

取り扱いにおいて有義波法より優れている点が多く、有義波法で問題となる以下の点を考慮する

際には波浪スペクトル法を用いた方がよい。ただし、波浪スペクトル法を用いた場合の波浪推算

の精度は、海上風の推定精度に大きく依存することから、その風の場の推定においては漁港周辺

の海域の気象海象特性、地域性などを十分に考慮する必要がある 42)。 
 

ａ）本来不規則である波を単一の有義波で代表させ、その発達状況を追跡させるものであるか

ら、風域条件によっては、実際の波とはかなりの差異が生ずる場合がある。 
ｂ）波の発達過程では、風域が波の伝播速度と同じ速度で波の伝播方向へ移動する場合には、

異常に大きな波高の推算値が得られる。 
ｃ）風波とうねりが混在する場合、それぞれ異なる推算法を用いる必要がある。 
ｄ）うねり性の波浪に関し、精度が低くなる。 
ｅ）風域が変動する場合、吹送距離や吹送時間を設定する必要がある。 
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なお、有義波法と波浪スペクトル法の長所及び短所を項目別に比較したものを「資料 2.2 各種

沖波推定法の特徴と比較」に示す。 
 
3.3.2 波の観測・算定データの統計処理 

設計沖波は、相当長時間の信頼すべき資料に基づき、統計処理を行い、波の発生確率を推定して、

再現期間に対応する波として算定することを原則とする。 
 
（1） 設計に用いる波浪 

外郭施設などの設計の対象となる異常高波は、極大波について再現期間に対する確率波高として

表すことを原則とする。 
 

（2） 再現期間 

再現期間とは想定した値を上回る波浪の現れる平均的な年数である。例えば Hm 以上の波高の波

が平均して X 年に 1 回の割合で現れるとすると、この再現期間は X 年である。再現期間は、構造物

の設計供用期間、重要度、経済性等を考慮して定める必要がある。 
 
（3） 極大波 

確率波高の推定資料である極大波とは、ある一つの気象条件（風域場の性質の違いによって、例

えば台風と低気圧とを分けて解析することが望ましい）において波が発達し、減衰する過程におい

て波高が最大となるときの波であり、サンプリングされた極大波は統計的に互いに独立と考えられ

る。 
 

（4） 確率波高 

確率波高の推定にあたっては、対象期間中において極大波高がある設定値以上のデータの時系列

を使う場合と、年ごとに極大波高の最大値を求めておいて、この年最大波のデータを使う場合があ

る。いずれの場合にも、確率波高に対する理論分布関数は求められないので、グンベル（Gumbel）
分布、ワイブル（Weibull）分布、その他の分布関数をあてはめ、データに最も適合する関数形を見

出し、その推定関係式を外挿して種々の再現期間（例えば 30 年、50 年など）に対する確率波高を

推定する。 
なお、こうした推定値の精度は統計処理の方法よりも使用したデータの精度に支配されるもので

あるから、極大波のデータを波浪推算によって作成する場合には、推算法の適切な選択及び推算結

果の十分な吟味が必要である。 
 
（5） 確率波高に対応する周期 

周期を求めるには、確率波高の推定資料である極大波の観測データについて波高と周期の関係を

プロットし、その相関関係に基づいて決定する。 
 

（6） 波浪推算に用いるデータ 

極大波高のデータとしては年最大波の方が統計資料として信頼性がある。しかし、年最大波を求

めるためには各年数例の波浪推算を行わなければならないので、長期間の波高データを作成するた
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めの推算作業が増加する。これに対して、対象期間中の主要な極大波のみを対象とする場合には、

期間の年数を K として（1～2）K 程度の個数の気象条件を選定して波浪推算を行う。また、比較的

短期間の観測データを用いる場合には、データ数が20～30個程度（最大値が含まれる程度）となる

ように波高設定値を選ぶ。ただし、推算及び観測データともに解析データ以外に波高の大きな波が

出現しないことを確認する必要がある。このため、推算データの場合には、推算値の小さいデータ

を多く含まないようにする（2～3 割程度）のが無難であり、観測データの場合には欠測期間中の来

襲波の推定が必要である。 
 
（7） 極値波高の統計処理（極値統計解析） 

① 未超過確率の算定 

統計処理にあたっては、波高を大きさの順に並べ替え、各波高値に対する未超過確率を計算す

る。未超過確率とは、あるデータ（波高等）の値に対してそれを越えない確率をいう。今、デー

タ個数をN、大きい方からm番目の波高を xm , Nとすると、波高が xm , Nを越えない確率Pは式 2-3-13
で計算される。 

𝑃𝑃 〔𝐻𝐻 𝐻 𝐻𝐻�,�〕 = 1 −𝑚𝑚 − 𝑚𝑚
𝑁𝑁 + 𝛽𝛽  

上式中の αと βは、確率分布関数ごとに表 2-3-2のような値を用いる。 
 

表2-3-2 未超過確率計算のためのパラメーター 

分 布 関 数 α β 

グンベル分布 

ワイブル分布（ｋ＝0.75） 

同  上 （ｋ＝0.85） 

同  上 （ｋ＝1.0） 

同  上 （ｋ＝1.1） 

同  上 （ｋ＝1.25） 

同  上 （ｋ＝1.5） 

同  上 （ｋ＝2.0） 

0.44 

0.54 

0.51 

0.48 

0.46 

0.44 

0.42 

0.39 

0.12 

0.64 

0.59 

0.53 

0.50 

0.47 

0.42 

0.37 

トーマスプロット 0.00 1.00 

ハーゼンプロット 0.50 0.00 

 
② 確率波高の算定 

データを分布関数にあてはめるため、未超過確率 P を式 2-3-14 又は式 2-3-15 で変数 

𝛾𝛾� �= 𝐻𝐻 − 𝑥𝑥
𝐴𝐴 � 

 
𝛾𝛾� = −ln�−ln𝑃𝑃 〔H 𝐻 x〕 �（グンベル分布） ························· （式 2-3-14） 

𝛾𝛾� = �−ln�1 − 𝑃𝑃 〔H 𝐻 x〕 � ��/�（ワイブル分布） ···················· （式 2-3-15） 
 

データが式2-3-14又は式2-3-15に完全に適合していれば、xとγ vの間には直線関係が存在する。

したがって、データについて式 2-3-16 の直線関係を仮定し、その係数（A，B）を最小二乗法で定

 ········································· （式 2-3-13） 

に変換する。 

- 50 -



- 51 - 

めることにより、確率波高の推定式が求められる。 

x＝A
∧

γv＋B
∧

  ······················································· （式 2-3-16） 

ここに、A
∧

及びB
∧

は式 2-3-14、式 2-3-15の係数A及びBに対する推定値である。 
 

③ 再現期間の算定 

波高の再現期間をRpとすると、これは未超過確率P〔H ≦ x〕と式 2-3-17の関係にある。 

𝑅𝑅� =  𝐾𝐾 
𝑁𝑁

1
1 − 𝑃𝑃 〔𝐻𝐻 𝐻 𝐻𝐻𝐻又は𝑃𝑃 〔𝐻𝐻 𝐻 𝐻𝐻𝐻 = 1 − 𝐾𝐾

𝑁𝑁𝑅𝑅� 

ここに、Kは解析を行った期間の年数、Nはデータ個数である。 
 

④ 遭遇確率の算定 

遭遇確率とは、ある想定された再現期間の波高より大きいものが、設計供用期間 L1 の間に少な

くとも一度現れる確率をいう。 
この遭遇確率は式 2-3-18で計算でき、その値は表 2-3-3のようになる。 

��� = 1 − �1 − 1
𝑇𝑇��

��
� 

例えば、設計供用期間 30 年の構造物を考え、設計供用期間と同じ再現期間の波を用いて設計

すると、この波高以上の波が設計供用期間 30 年の間に、1 回以上来襲する確率は、表 2-3-3 で

L1＝30、T1＝30 としたときの交点の値で与えられ、0.638 となる。大きな波高の波の来襲する確

率が来襲しない確率よりも高い。これに対処するためには再現期間を 50年あるいは 60年として、

遭遇確率を下げることが考えられる。遭遇確率は再現期間を 50 年にとると 0.455、60 年にとる

と 0.396 となる。しかし、再現期間をどの程度にするか、つまり遭遇確率をどの程度まで下げる

かは、構造物の重要性、経費などの多くの要素を考慮して決定する必要がある。 
  

 ··················· （式 2-3-17） 

 ··········································· （式 2-3-18） 
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表2-3-3 設計供用期間L1と再現期間T1に対する遭遇確率の表 

Ｔ1 
Ｌ1 

5 10 15 20 25 30 40 50 60 

1 0.200  0.100 0.067 0.050 0.040 0.033 0.025 0.020 0.017 

2 0.360  0.190 0.129 0.093 0.078 0.066 0.049 0.040 0.033 

3 0.488  0.271 0.187 0.143 0.115 0.097 0.073 0.059 0.049 

4 0.590  0.344 0.241 0.185 0.151 0.127 0.096 0.078 0.065 

5 0.672  0.410 0.292 0.226 0.185 0.156 0.119 0.096 0.081 

6 0.738  0.469 0.339 0.265 0.217 0.184 0.141 0.114 0.096 

7 0.790  0.522 0.383 0.302 0.249 0.211 0.162 0.132 0.111 

8 0.832  0.570 0.424 0.337 0.279 0.238 0.183 0.149 0.126 

9 0.866  0.613 0.463 0.370 0.307 0.263 0.204 0.166 0.140 

10 0.893  0.651 0.498 0.401 0.335 0.288 0.224 0.183 0.155 

12 0.931  0.718 0.563 0.460 0.387 0.334 0.262 0.215 0.183 

14 0.956  0.771 0.619 0.512 0.435 0.378 0.298 0.246 0.210 

16 0.972  0.815 0.668 0.560 0.480 0.419 0.333 0.276 0.236 

18 0.982  0.850 0.711 0.603 0.520 0.457 0.366 0.305 0.261 

20 0.988  0.878 0.748 0.642 0.558 0.492 0.397 0.332 0.285 

25 0.996  0.928 0.822 0.723 0.640 0.572 0.469 0.397 0.343 

30 0.999  0.958 0.874 0.785 0.706 0.638 0.532 0.455 0.396 

35 0.999＋ 0.975 0.911 0.834 0.760 0.695 0.588 0.507 0.445 

40 0.999＋ 0.985 0.937 0.871 0.805 0.742 0.637 0.544 0.489 

45 0.999＋ 0.991 0.955 0.901 0.841 0.782 0.680 0.597 0.531 

50 0.999＋ 0.995 0.968 0.923 0.870 0.816 0.718 0.636 0.568 

Ｔ1 
Ｌ1 

80 100 120 160 200 250 300 400 500 

1 0.012  0.010 0.008 0.006 0.005 0.004 0.003 0.002 0.002 

2 0.025  0.020 0.017 0.012 0.010 0.008 0.007 0.005 0.004 

3 0.037  0.030 0.025 0.019 0.015 0.012 0.010 0.007 0.006 

4 0.049  0.039 0.033 0.025 0.020 0.016 0.013 0.010 0.008 

5 0.061  0.049 0.041 0.031 0.025 0.020 0.017 0.012 0.010 

6 0.073  0.059 0.049 0.037 0.030 0.024 0.020 0.015 0.012 

7 0.084  0.068 0.057 0.043 0.034 0.028 0.023 0.017 0.014 

8 0.096  0.077 0.065 0.049 0.039 0.032 0.026 0.020 0.016 

9 0.107  0.086 0.073 0.055 0.044 0.035 0.030 0.022 0.018 

10 0.118  0.096 0.080 0.061 0.049 0.039 0.033 0.025 0.020 

12 0.140  0.114 0.096 0.072 0.058 0.047 0.039 0.030 0.024 

14 0.161  0.131 0.111 0.084 0.068 0.055 0.046 0.034 0.028 

16 0.182  0.149 0.125 0.095 0.077 0.062 0.052 0.039 0.032 

18 0.203  0.165 0.140 0.107 0.086 0.070 0.058 0.044 0.035 

20 0.222  0.182 0.154 0.118 0.095 0.077 0.065 0.049 0.039 

25 0.270  0.222 0.189 0.145 0.118 0.095 0.080 0.061 0.049 

30 0.314  0.260 0.222 0.171 0.140 0.113 0.095 0.072 0.058 

35 0.356  0.297 0.254 0.197 0.161 0.131 0.110 0.084 0.068 

40 0.395  0.331 0.284 0.222 0.182 0.148 0.125 0.095 0.077 

45 0.432  0.364 0.314 0.246 0.202 0.165 0.140 0.107 0.086 

50 0.467  0.395 0.342 0.269 0.222 0.182 0.154 0.118 0.095 
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3.3.3 設計沖波の点検・見直し43) 

波浪の長期的変動傾向や既往の波浪推算手法の有用性等を考慮し、定期的に設計沖波の点検（簡

易・詳細）を行い、必要に応じて設計沖波の見直しを行うことが望まれる。「設計沖波の点検」とは、

設計沖波が近年来襲する波浪と比較して適切に設定されているか、確認することであり、「設計沖波の

見直し」とは、近年の気象擾乱を考慮して設計沖波を設定することである。 
設計沖波の点検・見直しの手順を図 2-3-6に示す。 

 
図2-3-6 設計沖波の点検・見直しの手順 

 
（1） 設計沖波の点検時期 

近年の気象・海象状況に対して、順応的かつ合理的に設計沖波等を設定するため、設計沖波の一

次点検は「前回の設計沖波設定から概ね10年経過したとき」に実施することを基本とするが、10年
経過しない場合であっても、以下のような事象が確認された場合は適宜実施する。 

① 高波浪による甚大な災害が発生した場合 
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②  越波の頻度や打ち上げ高が高くなっている場合 
③  岸壁・用地への浸水が多発している場合 

 
（2） 設計沖波の一次点検（簡易） 

設計沖波の一次点検（簡易）では、二次点検（詳細）の必要性の有無を確認する。以下の 2 点に

ついて、いずれかが該当すれば設計沖波の二次点検（詳細）を実施して、前回の設計沖波との比較

検討から、必要に応じて設計沖波の見直しが必要であると判断できる。 
①  波浪観測資料（前回点検時から）を整理し、年最大有義波高が上昇傾向にある 
②  推奨される算定手法等の適切な手法を用いて設計沖波を設定していない 
設計沖波の一次点検（簡易）にて、二次点検（詳細）が必要と判断した場合は、二次点検（詳細）

を実施する。 
 

① 波浪観測資料の整理 

近隣の波浪観測資料から、年最大有義波高を抽出し、年最大有義波高を目的変数、発生年を説

明変数とした線形回帰モデルの単回帰変数の値を、1 年あたりの上昇量として整理する。前回点

検時（あるいは設計沖波算定時）から年最大有義波高が上昇傾向にある場合は、統計処理の結果

として設計沖波波高も上昇する可能性があるため、設計沖波の見直しを行うこととする。年最大

有義波高は、全国港湾海洋波浪観測年報等を参考にすることができる。年最大有義波高が下降傾

向にある場合は、設計沖波を算定しても変更の必要がないと考えられるため、設計沖波の点検を

終了する。 
年最大有義波高が上昇傾向にあると判断する目安として、回帰分析の信頼度水準が 90％以上で

有意であった場合には、上昇傾向にあると判断する。ただし、あくまでも目安であり、信頼度水

準が 90％未満の場合でも、前回の設計沖波設定年以降に既往最大有義波高を更新している場合や、

波浪による被災が相次いでいる場合には、設計沖波の見直しを実施することが望ましい。 
 

② 既存の波浪推算手法の有用性の確認 

沖波の推算にあたっては、海域別の気象・海象特性を考慮できる推算モデルを用いることが望

まれる。海上風推算で台風が考慮されていないモデルや、内湾域等、風場が陸上地形の影響を受

ける地点において推算精度が十分でないモデルを使用している場合（傾度風モデル、Cardone モ

デル等）や、波浪推算でうねり性波浪などの推算精度が十分でないモデルを使用している場合

（有義波法、第 1 世代モデル等）には、設計沖波の見直しを実施する。二次点検にあたっては、

十分な推算精度を有する算定手法（局所気象モデル、第 3世代波浪モデル等）を用いる。 
なお、年最大有義波高が上昇傾向にない場合かつ推算手法の精度が十分な場合には、設計沖波

を算定しても変更の必要がないと考えられるため、設計沖波の点検を終了する。 
 
（3） 設計沖波の二次点検（詳細） 

設計沖波の二次点検（詳細）は、「3.3 設計沖波の算定」を参考とし、信頼すべき実測値が得ら

れる場合は、これらの実測値を用いて算定を行い、前回設定した設計沖波との比較検討から、設計

沖波の見直しの必要性についての検討を行う。なお、信頼すべき実測値が得られない場合において

は、適切な推算手法を用いて、設計沖波の算定を適切に行うことが望ましい。 
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（4） 設計沖波の見直し 

設計沖波の二次点検（詳細）により、設計沖波の見直しが必要と判断される場合には、設計沖波

の見直しを行う。 
 
3.4 換算沖波の算定 

3.4.1 換算沖波算定の基本 

換算沖波は、沖波算定地点から設計対象施設までの波の不規則性及び多方向性並びに屈折、回折、

反射を考慮して算定することを基本とする。 
 
（1） 換算沖波算定の概要 

不規則波の屈折計算法としては、波の方向スペクトルを適当な個数の成分波に分割して、各成分

波に対して屈折計算を行った上で不規則波の屈折係数を求める成分波法と、波のエネルギー平衡方

程式あるいは緩勾配方程式を差分化して直接解く数値計算法がある。漁港・漁場の施設の設計時に

算定する換算沖波は、波の不規則性及び多方向性をとらえるため、不規則波による屈折、回折、反

射を取り扱う必要があり、多方向不規則波及び屈折、回折、反射を取り扱うことができる数値計算

法によって換算沖波を算定するのが望ましい。エネルギー平衡方程式法は成分波法と同様に波向線

を横切って波のエネルギーが流出しないと仮定して導かれているので、基本的には両者とも同じ手

法であるが、微小領域内での屈折を計算しているので、成分波の屈折計算において波向線交差が生

じるような場合でも屈折係数が無限大になることはない。また、緩勾配方程式法は厳密な解法であ

るが、広領域への適用は困難である。 
 
（2） 換算沖波の算定 

換算沖波の波高及び周期は、式 2-3-19を用いて求めることができる。 
𝐻𝐻�� = 𝐾𝐾�𝐾𝐾�(𝐻𝐻�/�)�，𝑇𝑇�/� = (𝑇𝑇�/�)�  ······························· （式 2-3-19） 

ここに、 
H0' ：換算沖波波高（有義波）（m） 
(H1/3)0＝H0：沖波波高（有義波）（m） 
(T1/3)0：沖波の有義波周期（s） 
K r ：入射波の屈折係数 
K d ：入射波の回折係数 

 
（3） 反射波の考慮 

反射波がある場合は、そのエネルギーを加算する。例えば、一次反射の波が影響する場合の換算

式は式 2-3-20を用いることができる。 
𝐻𝐻�� = �(𝐾𝐾�・𝐾𝐾�)� + (𝐾𝐾��・𝐾𝐾��・𝑅𝑅)�・𝐻𝐻�  ·························· （式 2-3-20） 

ここに、 
K r' ：反射波の屈折係数 
K d' ：反射面を開口部とみなした時の回折係数 
R ：反射率 
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（4） 方向集中度パラメーターSmax 

方向スペクトルは波の屈折や回折に大きな影響を及ぼすので、波の方向分布の最大集中度を表す

パラメーターS maxは慎重に選定する必要がある。S maxは式 2-3-21 で与えられ、合田・鈴木は具体的

な値として、風波の場合には S max＝10、減衰距離の短いうねりの場合 25、減衰距離の長いうねりの

場合 75 程度の値を推薦している 44)。また、図 2-3-644)は平均的な S maxの推定値と波形勾配 H0 / L0の

関係を示したものであり、S max の目安をつける場合にはこの図を利用して推定することができる。

また、以下の S maxとH0 / L0の関係を利用してもよい。 
 

H0 / L0＞0.03 ：S max＝10（風波） 
0.03≧H0 / L0＞0.015 ：S max＝25（減衰距離の短いうねり） 
0.015≧H0 / L0 ：S max＝75（減衰距離の長いうねり） 

 
𝑆𝑆��� = 11.5(2𝜋𝜋𝜋𝜋�𝑈𝑈/g)��.�  ······································· （式 2-3-21） 

ここで、 
f p ：方向スペクトルのピーク周波数 
U ：風速 
g：重力加速度 

式 2-3-21 あるいは図 2-3-6 の S maxは沖波に対するものである。エネルギー平衡方程式法等の数値

計算法で入射境界が浅海域に位置する場合や不規則波の回折計算を屈折後の波を用いて行う場合に

は S maxを適切に選定する必要がある。これは、図 2-3-744)に示すように、屈折により多方向性が 1方

向性へと変化していくためである。なお、(dp)0は沖側の等深線に対する入射角である。 

 
図2-3-6 方向集中度パラメーターSmaxと沖波波形勾配H0 / L0の関係 
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図2-3-7 屈折によるSmaxの変化 

 
（5） 方向別エネルギーの累加曲線 

方向スペクトルの特性は波のエネルギーが全体として各方向に対してどのように分布しているか

という点から表すことができる。図2-3-8は主波向に対する方向別エネルギー累加曲線で、ブレット

シュナイダー・光易型スペクトル及び光易型方向関数（SWOP 型方向関数）を用いて作成されたも

のである 44)。 
 

 
図2-3-8 方向別エネルギー累加曲線 

 
（6） 潮位等の考慮 

浅海域に達した後の波の変形を求める場合は、高潮位、平均水面、朔望平均干潮面等の種々の潮
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位について考慮することが望ましい。 
 
3.4.2 屈折による変化 

浅海域においては、水深が浅くなるにしたがって波速が減少し、波の屈折現象を生じることから、

屈折による波向及び波高の変化を考慮することを原則とする。 
 
（1） 屈折 

波が深海から浅海へ進行してくると、波の運動は水深に影響される。水深が浅いところは深いと

ころより波速が小さくなるという性質から、波峰線が曲がり波の進行方向が場所により異なってく

る。 
このような現象を波の屈折という。屈折係数を求める水域の範囲は、深海波の波長の 1/2 の水深

地点から砕波帯までとしてもよい。 
 
（2） 屈折係数の算定 

規則波の屈折係数Krは、式 2-3-22により算定することができる。 

𝐾𝐾� = �𝑏𝑏�𝑏𝑏  

ここに、 
b0 ：沖波の波向線間隔（m） 
b ：屈折後の波向線間隔（m） 

 
上記の屈折係数は周期が一定で波向が一方向の規則的な波に対するものであり、多方向不規則波

の屈折による波向及び波高の変化は規則波によるものとは異なる。エネルギー平衡方程式による不

規則波の屈折計算の基本式は式 2-3-23のようなものである。 
∂
∂𝑥𝑥 (𝑆𝑆𝑆𝑆�) + ∂

∂𝑦𝑦 (𝑆𝑆𝑆𝑆�) + ∂
∂𝜃𝜃 (𝑆𝑆𝑆𝑆�) = 0 

ここに、Sは方向スペクトル密度であり、vx，vy，vθは式 2-3-24で与えられる。 
 
𝑆𝑆� = 𝐶𝐶�cos𝜃𝜃 
𝑆𝑆� = 𝐶𝐶�sin𝜃𝜃 

𝑆𝑆� = 𝐶𝐶�
𝐶𝐶 �𝜕𝜕𝐶𝐶𝜕𝜕𝑥𝑥 sin𝜃𝜃 𝜃 𝜕𝜕𝐶𝐶

𝜕𝜕𝑦𝑦 cos𝜃𝜃� 

ここに、Cは波速、CGは群速度であり、算定については「本編3.5 水深による波の変形の算定」

を参照のこと。 
 
3.4.3 回折による変化 

島、岬や漁港・漁場の施設等の存在により、波の位相が干渉しあう回折現象を生じる場合、回折に

よる波向及び波高の変化を考慮することを原則とする。 
 

 ······················································· （式 2-3-22） 

 ······························ （式 2-3-23） 

 ····································· （式 2-3-24） 
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（1） 回折 

波の回折は、波の位相が干渉しあうことによって、防波堤、島などの遮蔽領域に波が回り込む現

象である。回折後の波高と入射波高との比を回折係数 Kdという。なお、多方向不規則波の回折によ

る波向及び波高の変化は、規則波によるものとは異なることに十分注意する必要がある。 
 
（2） 回折図 

漁港・漁場の施設の設計波の算出は「資料 2.3 不規則波の回折図」を用いることを原則とする。

この回折図は、設計対象波の方向集中度パラメーターの最大値 Smax を用いて設計上使いやすい図と

なっているが、漁港・漁場の施設の設計対象海域によって波の特性は異なるので、前提条件を十分

把握した上で用いることが必要である。1 方向性の強いうねり性の波であっても、波の不規則性が

あることから、「資料 2.3 不規則波の回折図」を用いることを標準とし、規則波と同一の結果とな

らないことに注意する必要がある。 
 
（3） 開口部への斜め入射波に対する考え方 

開口部に波が斜めから入射する場合の回折については、仮想開口幅を想定して算定する。手順に

ついては、「資料 2.3 不規則波の回折図」を参照のこと。 
 
（4） 屈折と回折の組み合わせ 

防波堤等の陸側及び海側の海底がともに平坦でない場合には、回折と同時に屈折が起こる。この

ような外洋部における計算法としては、エネルギー平衡方程式及びそれに砕波による変化項を加え

たエネルギー平衡方程式法が妥当である。陸側において反射を無視し、近似的に波高変化を検討す

る場合には、屈折計算と回折計算を別個に実施し、求められた屈折係数と回折係数を掛け合せて波

高の変化を推定してもよい。不規則波の屈折と回折を同時に考慮できる計算法としては、非定常緩

勾配不規則波動方程式法、ブシネスク方程式法が活用できる。 
 
（5） エネルギー分散法（方向分散法） 

エネルギー分散法は、漁港・漁場の施設の設計対象地点の沖に島があったり、岬が突き出したり

している場合、波のエネルギーの方向分布特性のみを用いて、回折波の波高を求める方法である。

これは島の長さあるいは岬の先の開口幅が入射波の波長の 10倍以上と長い場合に適用でき、波の進

行を阻害している部分で回折係数(Kd)＝0、進行部分で回折係数(Kd)＝1 として取り扱うことにより、

施設の設計対象地点に到達する波のエネルギーの比率を求め、その平方根をもって波高比とする方

法である。ただし、設計対象地点が島や岬のすぐ背後にある場合には、回折の影響が大きいのでエ

ネルギー分散法は適用できない。具体的な手順については、「資料 2.4 エネルギー分散法」を参照

のこと。 
 
（6） 島状構造物による回折 

島状構造物による回折は、両端部をそれぞれ半島状構造物とみなして回折効果を算定し、両方の

効果を加算する。ただし、波峰線に平行な方向の島状構造物の長さℓ が波長 L に対して、ℓ ≦L/2
の場合は回折効果を無視してよく、ℓ ≧10Lの時はエネルギー分散法の結果と大差はないので、エネ

ルギー分散法を用いてもよい。 
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（7） 湾内発生波の考慮 

漁港・漁場の施設の設計対象地点が、大きな島や岬の背後あるいは湾奥に位置しており、それら

の背後や湾内で風波が発達する場合は、その風波と回折によって進入してくる外洋波を合成して波

を算定する必要がある。 
 
3.4.4 波の反射 

島、岬や漁港・漁場の施設等の存在により、波の反射を生じる場合、反射波の影響を考慮すること

を原則とする。 
 
（1） 波の反射 

島、岬や漁港・漁場の施設等に波が進行すると反射波が生じる。この時、消波ブロックやスリッ

トケーソン等により、波のエネルギーを渦や水位上昇へと変換して、反射波を低減することができ

る。特に、漁港においては、外郭施設や係留施設で波の多重反射を生じ、航路や港内静穏度に影響

を及ぼすことから、反射波の低減に留意する必要がある。 
 
（2） 反射波の算定 

構造物からの方向別成分波の反射波高は、一般に式 2-3-25で求めることができる。 
𝐻𝐻� = 𝑅𝑅 × 𝐻𝐻�  ····················································· （式 2-3-25） 

ここに、 
H R ：反射波高（m） 
R  ：反射率 
H i ：入射波高（m） 

 
① 反射波の推定 

構造物による反射波の影響度を調べる計算法としては、その代表的な方法として回折図を用い

る簡便法がある。 
例えば、図 2-3-9のように対象とする防波堤部分に対し βの角度から波が入射してくる場合を想

定し、この簡便法の概要を説明する。まず、対象とする防波堤部分がないものとして、点線で示

したような仮想開口防波堤を考える。そして対象防波堤を中心として線対称となるよう入射波の

波向きに対し対称な仮想の入射波を考える。この仮想入射波が仮想開口部に入射すると想定した

回折図が、反射波の影響範囲を示す図となる。波高は、式 2-3-26によって算定してよい。 
𝐻𝐻� = 𝑅𝑅 × 𝐾𝐾� × 𝐻𝐻�  ················································ （式 2-3-26） 

ここに、 
K D ：反射面を開口部とみなした場合の回折係数 

半無限防波堤の場合は仮想防波堤も半無限防波堤となることから、よって使用する回折図も半

無限防波堤のものを用いる。 
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図2-3-9 仮想開口防波堤による反射波の推定 

 
② 反射率 

構造様式別の反射率の概略値としては、表 2-3-445)に示す値が一般的に用いられている。しかし、

波高や周期によって反射率は異なることから、波の諸元に注意して適切に設定するのが望ましい。

このうち、遊水部付き直立消波構造物は、反射率が波長に大きく影響することから、特に留意す

る必要がある。また、既往の知見がないタイプの直立消波構造物については、原則として水理模

型実験等を行うことにより消波性能を把握するのが望ましい。 
 

表2-3-4 反射率の概略値 

構  造  様  式 反 射 率 

直立壁（天端は静水面上） 

直立壁（天端は静水面下） 

捨石斜面（２～３割勾配） 

異形消波ブロック斜面 

直立消波構造物 

天然海浜 

0.7～1.0 

0.5～0.7 

0.3～0.6 

0.3～0.5 

0.3～0.8 

0.05～0.2 

 
3.5 水深による波の変形の算定 

3.5.1 水深による波の変形の算定の基本 

波が深海波の波長の 1/2 以下の水深に進行すると、波高、波長、波速、平均水位が変化するととも

に、波の非線形性の影響が顕著となるため、これらの現象を考慮することを原則とする。 
 
（1） 浅海域における波の変化 

深海波が浅海域に入ってきた場合、波は海底の影響を受けて波向、波高等が変化する。この変化

は一般に屈折と浅水変形とに大別されるが、ここでは水深のみによる変化である浅水変形を取り扱

う。 
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（2） リーフ状地形 

沖縄や奄美諸島などでみられるリーフ状地形では、通常の海底とは異なった波高変化、水位上昇、

長周期振動などの現象が発生する。したがって、リーフ状地形での波高や水位変化を算定する場合

は、現地観測データに基づき適切に算定することが望ましい。なお、適用条件に十分留意した上で

「資料 2.5 リーフ上の波の変形」の算定式を用いてもよい。 
 
（3） 人工リーフ 

人工リーフの波浪低減効果や水位上昇量は、リーフの天端上水深、天端幅、配置形状、海底地形

等の影響を受ける。人工リーフに関する各種実験が行われているが、波浪変形特性については、

種々の要因が影響を及ぼしあう。よって、既存の実験結果と設計条件が異なる場合には、水理模型

実験を行うことが望ましい（「本編 3.7.3 伝達波高」を参照のこと）。 
 
3.5.2 浅水変形 

波が深海波の波長の 1/2 以下の水深に到達した地点から、水深・換算沖波波高比 h / H0' ＞4.0 の水深

帯では、波の浅水変形を考慮することを原則とする。浅水係数の算定には波の非線形性を考慮するの

がよい。 
 
（1） 浅水係数の算定図 

浅水変形は浅海域における波高変化に対する要因の一つで、波高が水深と周期によって規定され

ることを示す重要な要素である。図 2-3-10 は首藤の非線形長波理論 46)に基づくものであるが、微小

振幅波による線形解を包含しており、深海域から浅海域に至る波の浅水係数を推定することができ

る。 

 
Ks：浅水係数、H0'：換算沖波波高、H：水深 hにおける波高、L0：沖波の波長 

図2-3-10 浅水係数の算定図 
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（2） 微小振幅波の水深のみによる波高及び波速並びに波長の算定 

微小振幅波理論により式 2-3-27 に示す分散関係式が導かれる。この式を解くことにより、波の周

期 T 及び水深 h に応じた波長 L を求めることができる。分散関係式の解は数値的に解かざるを得な

い超越型の式であり、通常、数値計算によって算定する。また、水深 h における波速 C は、算定し

た Lを Tで除することによって求まる。 
𝜎𝜎� = g𝑘𝑘tanh (𝑘𝑘𝑘) ················································· （式 2-3-27） 

ここに、 
σ：角周波数（＝2π / T）（1/s） 
g ：重力加速度（m/s2） 
k ：波数（＝2π / L）（1/m） 

 
さらに、水深 h における波高 H については、上述した分散関係式とエネルギー輸送の連続性から

算定することができる。つまり、式 2-3-28 の通りである。参考までに、図 2-3-11 に浅水における波

の特性の関係を示す。 

𝐾𝐾� =  𝐻𝐻 
𝐻𝐻��

= � 𝐶𝐶�
2𝑛𝑛𝐶𝐶 

𝑛𝑛 =  1 
2 �1 + 2𝑘𝑘𝑘

sinh (2𝑘𝑘𝑘)� 

ここに、 
K s ：微小振幅波の浅水係数 
H ：水深 hにおける波高（m） 
H0' ：換算沖波波高（m） 
n ：波速と群速度の比 
C0 ：沖波での波速（＝gT/(2π)＝1.56T ）（m/s） 

 
  

 ········································· （式 2-3-28） 
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図2-3-11 浅水における波の特性（微小振幅波） 

 
3.5.3 不規則波砕波を考慮した水深のみによる波高の変化 

水深・換算沖波波高比が概ね h / H0' ≦3.0 の水深帯では、波の非線形性が顕著になるとともに、波峰

にエネルギーが集中して砕波するため、波の不規則性を考慮したうえで非線形性による浅水変形及び

砕波を考慮することを標準とする。 
 
（1） 波高変化の算定 

水深・換算沖波波高比 h / H0' による有義波高 H1/3の変化は、砕波現象も含めて図 2-3-12から算定

することができる。図中の 2％減衰線より右の領域では「本編 3.5.2 浅水変形」における浅水係数

を用いて計算することができる。海底勾配の取り方としては、波のエネルギーの最も大きい方向の

勾配を用いるとともに、1.0≦h / H0' ≦2.5 の範囲の平均海底勾配を採用することとする。ただし、

1.0≦h / H0' ≦2.5 の範囲で海底勾配が急激に変化する場合は、急勾配側の勾配を採用することを基本

とする。なお、L0（＝gT2/2π＝1.56T2）は、沖波波長である。 
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図2-3-12 水深による波高変化 
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図2-3-12 水深による波高変化 
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① 波高変化図の考え方 

砕波による波高変化図は、合田 46)が砕波の理論モデルによって計算した不規則波の波高変化を

示したものである。図中の一点鎖線より右の領域における波高変化は「本編 3.5.2 浅水変形」

における浅水係数を用いて計算できるが、一点鎖線から左の領域では砕波による波高変化が卓越

するので、これらの図を用いて波高を決定することができる。この波高変化図は、ウェーブセッ

トアップ及びサーフビートを含まない水深 hで有義波高H1/3を算定することができる。 
 

② 砕波高・砕波水深 

図 2-3-13 有義波高の最大値の出現水深の算定図と図 2-3-14 砕波帯内の有義波高の最大値の算

定図は、砕波帯内における有義波高の最大値(H1/3)peak を砕波高、有義波高が最大となる水深

(h1/3)peak を砕波水深とした算定図で、砕波高、砕波水深を求めることができる。また、砕波高、砕

波水深は式 2-3-2946)の初期砕波水深(hb)incipient を砕波水深として、式 2-3-29 を非線形浅水係数の式

（式 2-3-30）と組み合わせて計算を繰り返すことでも計算できる。 
𝐻𝐻�
𝐿𝐿� = � �1 − exp �−1.5  𝜋𝜋 (ℎ�) ��������� 

𝐿𝐿� (1 + 11tan�/�𝛽𝛽)�� 

𝐾𝐾� = 𝐾𝐾�� + 0.0015 � ℎ𝐿𝐿��
��.��

�𝐻𝐻�
�

𝐿𝐿��
�.��

 

ここに、 
H b ：砕波限界波高（m） 
L0 ：沖波波長（m） 
A ：定数（通常、規則波では 0.17を用いるが、不規則波では 0.12～0.18の幅を持 

つ） 
(hb)incipient ：初期砕波水深（m） 
tanβ：海底勾配 
K s ：非線形浅水係数 
K si ：微小振幅波の浅水係数 

  

 ··········· （式 2-3-29） 

 ································ （式 2-3-30） 
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図2-3-13 有義波高の最大値の出現水深の算定図 

 
 
 

 
図2-3-14 有義波高の最大値の算定図 

 
3.6 波による平均水位の上昇 

砕波帯内では、砕波に伴う水位の上昇及び振動が生じるため、原則としてこれらの現象を考慮する。 
 
（1） 平均水位の上昇及び低下並びに振動 

運動量フラックスの保存が成立することから、波の砕波に伴って平均水位が上昇する。この現象

をウェーブセットアップ（wave set-up）と称している。一方、波が沖から砕波帯へ進行するに連れ
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て浅水変形により波高が増大することから、平均水位は低下する。この現象をウェーブセットダウ

ン（wave set-down）と称する。 
また、不規則波は、個々の波が砕波する地点が異なることから、サーフビート（surf beat）とよ

ばれる 1～数分周期の水位振動を生じる。加えて、近年では、短周期波浪に拘束された波群拘束波

が短周期波浪の砕波によって解放される要因等からも、水位の振動が引き起こされることが明らか

にされている。 
 

（2） 砕波後の平均水位上昇量の算定 

波の不規則性を考慮した砕波に伴う平均水位の上昇量は、図 2-3-15 から算定してよい。平均水位

上昇量は、波形勾配が小さく海底勾配が急なほど大きい。 
図 2-3-15 は、一様斜面における合田の不規則砕波変形モデルを用いて算定した平均水位の場所的

変化から作成したものである。この図は、h / H0' ＝0.5と汀線（h / H0' ＝0）の水位上昇量を結ぶ直線を

セットアップが 0まで外挿したもので、ウェーブセットダウンは考慮していない。 
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η：平均水位の上昇量(m)、L0：沖波波長(m)、H0'：換算沖波波高(m)、h：静水面での水深(m) 

 

図2-3-15 平均水位の上昇量 
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η：平均水位の上昇量(m)、L0：沖波波長(m)、H0'：換算沖波波高(m)、h：静水面での水深(m) 

 
図2-3-15 平均水位の上昇量 
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3.7 越波量と打ち上げ高と伝達波高 

3.7.1 越波量 

越波量は、既往の知見又は水理模型実験等により、適切に算定することを原則とする。 
 
越波量とは堤体を越波した水の総量であり、越波流量は単位時間当たりに越波する水の平均容積 Q

（m3/s）である。通常、これらの値は堤体の法線方向単位長さ当たりの量q（m3/m/s）で表される。越

波については、波群中においてある波高より大きい波は越波し、それ以下のものは越波しないため、

有義波高に相当する規則波で検討するだけでは不十分であることに注意する。 
 
（1） 直立護岸と消波工付護岸の越波流量 

直立護岸と消波工付護岸については、合田ら 47)が不規則波による水理模型実験を行っている（「資

料 2.6 直立護岸と消波工付護岸の越波流量」を参照のこと）。さらに、合田ら 48)はパラペット後退

型護岸や消波工拡幅型護岸のような低天端型護岸についても検討を行っている。また、高山ら 49)は

合田らの越波流量推定図を近似する式を作成し、消波構造による越波流量の低減効果を表す天端高

低減係数を提案している。 
 
（2） 遊水部付き消波工を有する護岸の越波流量 

遊水部付き消波工を有する護岸の越波流量に関しては、西・山本 50)51)や間辺・山本ら 52)53)、大

村・新井ら 54)などによる検討がある。このうち、間辺ら 52)は海底勾配 1/10，1/30、消波工天端幅ブ

ロック 2 個並び、法勾配 1：1.3 として、不規則波による水理模型実験を行っている。実験結果から、

①遊水部の長さについては波力（「本編 4.2.3 遊水部付き消波工を有する直立壁に作用する波力」

を参照のこと）、施工費等を考慮して入射波長の 0.1 倍程度が適当であること、②遊水部付き消波工

を有する護岸は消波工付護岸と比較して、越波流量が海底勾配 1/10 で 0.07～0.4 倍、海底勾配 1/30
で 0.1～0.5倍に低減できることが得られている（図 2-3-16）。 
大村ら 54)は海底勾配1/10の大水深域での不規則波による水理模型実験に合わせて、VOF法を用い

た数値解析を行っている。その検討結果から、③瞬間越流量の最大値は平均越流量の10～30倍、そ

の作用時間は周期の 1/5 未満で短時間に大きな越流が生じており、施設利用上の平均越流量のみな

らず短時間越流量や瞬間越流量についても考慮することが必要であることが得られている。 
遊水部付き消波工を有する護岸は、消波工付護岸よりも越波流量低減効果が高いことが証明され

ているものの、実験ケースが限られているのでできるだけ水理模型実験により検討することが望ま

しい。 
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i：海底勾配、d：設置水深、hc：天端高、T：周期、ℓ ’：遊水部の長さ、L ’：入射波の波長 

図2-3-16 遊水部付き消波工を有する護岸と消波工付護岸との越波流量の比較 

 
（3） 許容越波流量と限界越波流量 

護岸の設計における越波流量としては、0.02m3/m/s を設定している場合が多い。しかしながら、

堤体及び背後地の安全性や利便性を特に考慮したい場合には、別途に設定してもよい（「資料2.7 許

容越波流量と限界越波流量」を参照のこと）。この際、排水工については、越波した海水の排水に支

障をきたさない設計を行うことが必要である。 
 
（4） その他 

越波流量は、波高、周期、波向、波形勾配、潮位、堤脚水深、海底勾配、堤体形状、風等の影響

を受ける 55)56)。したがって、既往の実験結果と設計条件が大きく異なる場合には、不規則性を考慮

したうえで水理模型実験等により検討することが望ましい。 
 
3.7.2 打ち上げ高 

打ち上げ高は、既往の知見又は水理模型実験等により、適切に算定することを原則とする。 
 
打ち上げ高は静水面から波の最高到達点までの鉛直高さ Rで表し、換算沖波波高 H0' に対する相対打
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ち上げ高で表示されることが多い。 
 

（1） 打ち上げ高の算定 

直立堤と一様勾配斜面堤に対しては、高田 57)や豊島ら 58)59)が規則波による水理模型実験を行って

いる（「資料 2.8 直立堤と一様勾配斜面堤の打ち上げ高」を参照のこと）。断面形状が複雑な場合に

は、仮想勾配法 60)61)や改良仮想勾配法 62)により打ち上げ高を算定する方法があるが、これらも規則

波による手法であることに留意する必要がある。仮想勾配法及び改良仮想勾配法の具体的な手順に

ついては、「漁港海岸事業設計の手引」56)を参照のこと。 
 
（2） その他 

打ち上げ高は、波浪条件、潮位、堤脚水深、海底勾配、堤体形状、風等の影響を受ける 55)56)。し

たがって、既往の実験結果と設計条件が大きく異なる場合には、水理模型実験等により検討するこ

とが望ましい。 
 
3.7.3 伝達波高 

伝達波高は、既往の知見又は水理模型実験等により、適切に算定することを原則とする。 
 
（1） 伝達波 

防波堤や透過式堤体では、越波や透過により伝達波が発生し、これにより港内静穏度が悪化する

恐れがある。したがって、既往の実験結果や算定式、水理模型実験又は数値シミュレーションによ

り、これを適切に算定する必要がある。 
 
（2） 波高伝達率に関する既往の水理模型実験結果 

各種形式の防波堤に関して、これまでさまざまな実験が行われてきた。ここでは代表的な防波堤

構造として、直立堤、傾斜堤（人工リーフを含む）、混成堤、消波ブロック被覆堤について行われた

実験結果を以下に記述する。ただし、それぞれの実験条件に留意することが必要である。 
 

① 直立堤 

a） 非砕波の場合（重複波型越波；h＞2H） 

図 2-3-1763)は、堤体前面が一様水深の場合の規則波による実験結果である。図中の曲線は下

に示す Ktの実験式において、上限の曲線は α ＝2.2，β ＝0、下限は α ＝2.2，β ＝0.8をとるも

のである。ただし、波形勾配の影響については考慮されていない。 

𝐾𝐾� = 𝐻𝐻�
𝐻𝐻 = 0.5 �1 − sin 𝜋𝜋

2𝛼𝛼 �
 𝑅𝑅 
𝐻𝐻 + ��� 

ここに、 
Kt ：波高伝達率 
Ht ：伝達波高（m） 
H ：入射波高（m） 
R ：静水面上の天端高（m） 
α ，β ：係数 

 ······························ （式 2-3-31） 
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最適な α ，β の値としては、入射波長に対する相対水深 h / Lごとに次の値が示されている。 
ℎ/𝐿𝐿 = 0.5    の時：𝛼𝛼 = 2.2，𝛽𝛽 = 0.7 
ℎ/𝐿𝐿 = 0.3    の時：𝛼𝛼 = 2.2，𝛽𝛽 = 0.5 
ℎ/𝐿𝐿 = 0.2    の時：𝛼𝛼 = 2.4，𝛽𝛽 = 0.4 
ℎ/𝐿𝐿 = 0.14 の時：𝛼𝛼 = 2.0，𝛽𝛽 = 0.4 
ℎ/𝐿𝐿 = 0.10 の時：𝛼𝛼 = 2.2，𝛽𝛽 = 0.4 
ℎ/𝐿𝐿 = 0.07 の時：𝛼𝛼 = 2.0，𝛽𝛽 = 0.1 

 

 
図2-3-17 直立堤の波高伝達率（重複波型越波） 

 
b） 砕波の場合（砕波型越波：h≦2H） 

図 2-3-1864)は、砕波後の波が堤体を越波する時について、堤体設置水深と堤体幅の比 h/B＝

0.75、海底勾配 1/10～1/50 とした規則波実験結果である。この実験では、重複波型の越波より

も砕波型の越波の方が Ktが大きいこと、また海底勾配の違いによる Ktの違いが小さいことが示

されている。Ktの実験式としては次式が提案されている。 

𝐾𝐾� = 𝐻𝐻�
𝐻𝐻 = 0.70𝑒𝑒�� 

𝑧𝑧 =  𝑅𝑅 
𝐻𝐻 + 1

0.27�0.30 𝐻𝐻
𝐻𝐻��

+ 1.31 ℎ
𝐿𝐿� − 0.18 ℎ

𝐻𝐻��
� 

ここに、 
Kt ：波高伝達率 
Ht ：伝達波高（m） 
H ：入射波高（m） 
R ：静水面上の天端高（m） 
H0' ：換算沖波波高（m） 
L0 ：沖波波長（m） 

 ·························· （式 2-3-32） 

 ············································· （式 2-3-33） 

 ······················ （式 2-3-34） 
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 ························ （式 2-3-36） 

h ：堤体設置水深（m） 

 
図2-3-18 直立堤の波高伝達率（砕波型越波） 

 
② 傾斜堤（人工リーフを含む） 

a） 消波ブロック堤 

消波ブロック堤については沼田 65)による実験がある。実験は規則波を用いて、海底勾配を水

平床と 1/30勾配、堤体の表のり裏のりともに 1：1.3勾配として行っており、越波があるか否か

で実験式が使い分けされる。 
 

ア）越波がない場合（R/H≧1） 

𝐾𝐾� = 𝐻𝐻�
𝐻𝐻 = 1

(1 + 1.135 (𝐵𝐵�/𝑑𝑑)�.��(𝐻𝐻/𝐿𝐿)�.�)� 

ここに、 
Kt ：波高伝達率 
Ht ：伝達波高（m） 
H ：入射波高（m） 
L ：入射波長（m） 
Bs ：静水面における堤体幅（m） 
d ：消波ブロックの高さ（m） 

 
イ）越波がある場合（R/H＜1） 

𝐾𝐾� = 𝐻𝐻�
𝐻𝐻 = 0.123log� �43.12 �𝑢𝑢���𝜂𝜂�𝑇𝑇𝐵𝐵𝐵𝐵 �� 

ここに、 
Kt ：波高伝達率 
Ht ：伝達波高（m） 
H ：入射波高（m） 
umax ：波頂における最大水平水粒子速度（m/s） 
ηc：静水面上の波頂高（m） 
T ：波の周期（s） 

 ···················· （式 2-3-35） 
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 ··········· （式 2-3-37） 

 ····················· （式 2-3-38） 

 ··········· （式 2-3-39） 

B ：静水面上における平均堤体幅（m） 
R ：静水面上の天端高（m） 

なお、umaxの計算は合田 66)の実験式を用いて、次式により算定している。 

𝑢𝑢��� = 𝜋𝜋𝜋𝜋
𝑇𝑇 �1 + 𝜆𝜆 � 𝜋𝜋 

ℎ �
�.�
�ℎ + 𝜂𝜂�

ℎ �
� cosh𝑘𝑘(ℎ + 𝜂𝜂�)

sinh 𝑘𝑘 ℎ  

ここに、 
k ：波数（＝2π / L） 
L ：入射波長（m） 
h ：堤体設置水深（m） 

さらに、ηc，λについては次のとおりである。 

𝜋𝜋/ℎ＜0.8 の時：
𝜂𝜂�
ℎ = 𝜋𝜋

2ℎ + 0.455 � 𝜋𝜋 
ℎ �

�.��
 

ℎ/𝐿𝐿＜0.07 の時：𝜆𝜆 = 1.50 
0.07＜ℎ/𝐿𝐿＜0.4 の時：𝜆𝜆 = −0.646log�(1.562ℎ/𝐿𝐿) 
ℎ/𝐿𝐿＞0.4 の時：𝜆𝜆 = 0.25 

 

b） 捨石堤 

図 2-3-1967)は、海底勾配 1/30、堤体を捨石（透過堤）とした場合の規則波による実験結果で

ある。 

 
図2-3-19 捨石傾斜堤の波高伝達率 

 
c） 人工リーフ 

人工リーフ（幅広潜堤）については、古くは中村 68)や田中 69)による研究があり、最近では宇

多ら 70)、高山ら 71)、中山 72)などが不規則波により実験を行っている。このうち、人工リーフ設
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 ············································· （式 2-3-40） 

 ·························· （式 2-3-41） 

 ··········································· （式 2-3-42） 

 ·································· （式 2-3-43） 

置水深の影響を考慮することができる中山の式について以下に記述する。 

 
図2-3-20 人工リーフの諸元 

 

𝐾𝐾� = 𝐻𝐻�
𝐻𝐻 = 𝐾𝐾�𝐾𝐾�𝐾𝐾� 

𝐾𝐾� = �min �−0.0156  𝑑𝑑 
ℎ + 0.002，0.0�  𝐵𝐵 

ℎ + 0.588  𝑑𝑑 
ℎ − 0.11�  ℎ 

𝐻𝐻  

+0.1177 + 0.8823
0.35608 (𝐵𝐵/ℎ) + 1.0 

𝐾𝐾� = 0.135  ℎ 
𝐻𝐻 + 0.78 

𝐾𝐾� = max 〔−0.6  ℎ 
𝐻𝐻 + 1.7，0.8〕 

ここに、 
Kt ：波高伝達率（ただし、計算値 Kt が 0.05 以下となる場合には 0.05 を、1.0

以上となる場合には 1.0を採用してもよい。） 
Ht ：伝達波高（m） 
H ：入射波高（m） 
B ：天端幅（m） 
d ：天端上水深（m） 
h ：設置水深（m） 
max〔A，B〕：A，Bのうち大きい方の数値を採用 
min〔A，B〕：A，Bのうち小さい方の数値を採用 

 
③ 混成堤 

図 2-3-2173)は、堤体前面が一様水深の場合の規則波実験結果である。マウンドについては、表

のり勾配 3 割、裏のり勾配、不透過としており、水深波長比 h/L＝0.14 で実験を行っている。な

お、不規則波を用いた実験結果 74)によると、有義波高 H1/3、1/10 最大波高 H1/10、平均波高 Hにつ

いて、波高伝達率が規則波実験によるものとほとんど差が生じないこと、また伝達波の周期が入
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 ········································· （式 2-3-44） 

射波の 50～80％に減少することが示されている。 

 
図 2-3-21 混成堤の波高伝達率 

 
④ 消波ブロック被覆堤 

混成堤の前面を消波ブロックで被覆した消波ブロック被覆堤については、近藤ら 75)や谷本ら 76)

等が水理模型実験を行っている。谷本らは不規則波を用いて、堤体前面の海底勾配を 1/100 とし、

1：1.3 の勾配、空隙率約 50％の消波ブロックで被覆した場合について実験を行っており、図 2-3-22
に示す波高伝達率を得ている。図中には式 2-3-44 に示す近藤らの規則波による実験式も併せて記

載しているが、不規則波実験結果とよく似た結果となっている。 

𝐾𝐾� = 𝐻𝐻�
𝐻𝐻 = 0.3 �1.1 −  𝑅𝑅 

𝐻𝐻 � 

（0＜R/H≦0.75） 
ここに、 

Kt ：波高伝達率 
Ht ：伝達波高（m） 
H ：入射波高（m） 
R ：静水面上の天端高（m） 
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 ······························ （式 2-3-45） 

 
図2-3-22 消波ブロック被覆堤の波高伝達率 

 
3.8 航走波 

航走波を考慮する場合には、既往の知見等により、適切に算定することを原則とする。 
 
3.8.1 航走波 

航走波は航跡波ともよばれ、港内の擾乱を引き起こし、漁船やプレジャーボート等の小型船を動揺

させ、陸揚や出漁準備の妨げとなることがある。したがって、特定目的岸壁などがあり、大型船が航

行する漁港においては、航走波を考慮する必要がある。 
 
3.8.2 航走波の特性 

一般に航走波の波高 77)78)は、船の速さの 3 乗に比例するが、12 ノット以下の速さであれば大型船の

場合でも波高は一般に 60cm を越えない。ただし、小型船の場合には、ある一定の速力以上になると

水面上に浮き上がった状態（プレーニング現象）となり、その場合波高がほぼ一定となる。 
 
航走波は、航行する船の形状、大きさ、速力等の諸条件、及び水深等の地形条件によりその波高は

大きく異なる。よって、厳密に航走波の波高を算定するためには、各種条件に対してそれぞれ検討す

る必要があるが、概略の波高を算定するにあたっては、式 2-3-45を用いてもよい。 

𝐻𝐻 = �𝐿𝐿�𝑆𝑆 sin𝜃𝜃��
�/�

�𝐸𝐸�� �/735
2.2𝐿𝐿�𝑉𝑉� � � 𝑉𝑉𝑉𝑉��

�
 

ここに、 
H ：航走波の波高（m） 
Ls ：船の長さ（m） 
S ：任意点から航跡中心線までの距離（m） 
θ0 ：測定点と航跡中心線とのなす角 
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 ····································· （式 2-3-46） 

 ································ （式 2-3-47） 

VK ：満載航海速力（ノット） 
EHP W ：造波馬力（PS，W） 
α ：浅水効果による波高増大係数 
V ：実際の航行速力（ノット） 

 
造波馬力の算定法は次による。 

 
𝐸𝐸�� � = 𝐸𝐸�� − 𝐸𝐸�� � 
𝐸𝐸�� = 0.6𝑆𝑆�� � 

𝐸𝐸�� � =  𝜌𝜌 
2 𝑆𝑆𝑆𝑆��𝐶𝐶�𝑆𝑆� 

𝑆𝑆 𝑆 2.5�∇𝐿𝐿� 

𝐶𝐶� = 0.075/ �log𝑆𝑆�𝐿𝐿�𝑣𝑣 − 2�
�

 
 
ここに、 

SHP m ：連続最大軸馬力（SP，W） 
ρ ：海水の密度（kg/m3） 
V0 ：満載航行速力（m/s）V0＝0.514VK 
CF ：摩擦抵抗係数 
v ：水の動粘性係数（m2/s）v≒1.2×10－6 
∇ ：船の満載排水量（m3） 

また、波高増大係数 αの算定方法は以下の通りである。 

𝛼𝛼 = �𝑆𝑆𝑉𝑆𝑆��
�

 

𝑆𝑆� = 𝑆𝑆�

�tanh gℎ
𝑆𝑆��

  �𝑆𝑆�＜�gℎ� 

= 𝑆𝑆�       �𝑆𝑆� ≫ �gℎ� 
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（λ0とHd は同じ水深における値）を用い 
（λ0とHd は同じ水深における値）を用い ることとする。また、波長L は有義波周期に対応する波長とする。 
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ここに、

β ：波の入射角度（°）

h ：マウンド法先水深（m）

d ：マウンド上の水深（m）

i ：海底勾配

B1 ：マウンド前肩幅（m）

L ：法先水深 h での波長（m）

R ：静水面上の防波堤天端高（m）

H ：進行波としての有義波高（m）

B50：水深 h の 50%の深さでのマウンド幅（m）

H0’：換算沖波波高（m）
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5波高区間

hb：5波高沖の水深
h：壁体前面の水深
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S.W.L.

h 消波工

程度以上L0.1=ℓ

個並び3

以上dH0.55

2p

*η

1p
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第 5 章  津波 

5.1 津波の基本 

津波は、長期間の観測値（既往の最大津波高、最高潮位等）や浸水記録等の実測値又は数値解析によ

り適切な津波高さ等を設定するものとする。 

 
津波の津とは港のことである。津波とは古くは港を急に襲う大波のことであったが、暴風時に発生

する高潮のように気象擾乱によって生じる大波とは区別し、地殻変動等によって発生する大波のみを

津波と呼ぶようになった。 
津波の来襲中に観測された潮位から津波来襲時の平常潮位を差し引いたものの最大値を浸水高（津

波高さ）という。 
また、津波が陸上又は施設に遡上した高さを津波来襲時の平常潮位を基準とした値で示したものを

遡上高という。遡上高のうち痕跡調査によって求められたものを痕跡高という。 
津波の遡上高と浸水深の定義を図 2-5-1に示す。 

 

 

図 2-5-1 遡上高と浸水深 

（「津波の事典」1)を参考に作成） 

 
5.1.1 想定津波の設定 

想定津波については、「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査報告

（平成 23 年 9 月 28 日 中央防災会議）」2)に基づき、耐津波性能を検討するにあたり、基本的に二つ

のレベルの津波を想定する。 
 
（1） 最大クラスの津波 

発生頻度が概ね数百年から千年に 1 回程度で極めて低いものの、発生すれば甚大な被害をもたら

す最大クラスの津波である。 
超長期にわたる津波堆積物調査や地殻変動の観測等をもとにして設定される。 
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（2） 発生頻度の高い津波 

概ね数十年から百数十年に一度程度の頻度で発生し、最大クラスの津波に比べて発生頻度は高く、

津波高は低いものの大きな被害をもたらす津波である。 
長期間の観測値（既往の最大津波高、最高潮位等）や浸水記録等の実測値又は数値解析により設

定される。 
 
5.1.2 設計津波 

通常の漁港・漁場の施設の性能照査に用いる「設計津波」は「発生頻度の高い津波」とする。 
設計津波は、痕跡高や歴史記録・文献等の調査で判明した過去の津波の実績と必要に応じて行う数

値解析に基づくデータにより、一定頻度（数十年から百数十年に一度程度）で発生する適切な高さ等

を設定することを標準とする（図 2-5-2を参照のこと）。 
この津波は、最大クラスの津波に比べて発生頻度は高く、津波高は低いものの大きな被害をもたら

す津波である。堤防等の天端高は、この設計津波の水位を前提として適切に定める必要がある。図 2-5-2
に、設計津波の水位の設定方法を示す。 
設計津波は、沿岸域を湾の形状や山付け等の自然条件等から勘案して適切に一連のまとまりのある

海岸線に分割した地域海岸ごとに設定することを基本とする。 
 

 
 

図 2-5-2 設計津波の水位の設定フロー4） 
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5.1.3 設計条件の設定方法 

防波堤の耐津波強化対策における津波高又は水位の設定は、漁港の規模、形状、構造物の寸法等を

考慮すると津波伝播シミュレーションの格子間隔は概ね5m以下が望ましいことから、格子間隔5m以

下の既往の調査結果がない場合には、原則津波伝播シミュレーションを実施することとする。 
図 2-5-3に設計条件選定フローを示す。 

 

 
図 2-5-3 設計条件選定フロー 

 

5.2 津波の波力 

5.2.1 津波波力の算定 

津波による波力は、【津波】の規定に従って設定した津波の諸元、構造物の形式及び越流の有無等を

考慮して、適切に算定するものとする。 

 
東北地方太平洋沖地震津波（2011 年 3 月）の発生以前においては、津波は波浪に比べて周期が数分

から数十分と長いことから、その波力は水位の上昇による静水圧として評価されることが多かった。

しかし、実際には流れに伴う動的な影響や作用の継続時間による影響が考えられ、水理的に未解明な

部分も多いことから、精度よく波力を評価するためには、水理模型実験等を行うことが望ましい。 
海中の直立壁に作用する津波波力の算定式としては、動的な影響を考慮した波力算定式として谷本

式と水工研式が定式化されている。また、陸上の直立壁に作用する津波波力については、越流発生の

有無を考慮した波力算定式が定式化されている。 

 
5.2.2 海中の直立壁に作用する津波波力の算定式 

津波波圧の算定には、非越流時の算定方法として実績のある谷本式を標準式として用いることとす

る。一方で、谷本式の適応範囲を超えた施設背後に越流するような場合は背後水位の変動を考慮して

いないため波力を過大に算定する場合もある。したがって、前面と背後水位の変動を考慮した水工研

式による波圧算定手法と比較検討した上で、防波堤に作用する波圧を決定することができる。図 2-5-4
に津波波圧算定フローを示す。 
ここで、津波波圧を算定する際に設定する基準水面は、堤体の安定性が最も低くなる場合とする。 
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一般的には、朔望平均満潮面（H.W.L.）とする場合が多い。 
また、引き波時に堤体前面の水位が大きく下がることで堤体の安定性が危険となる場合があるよう

に、堤体の安定性が最も低くなる状態は、必ずしも堤体前面の水位が最高の時点とは限らないことに

留意する必要がある。 
このため、津波伝播シミュレーションにより時々刻々と変化する前面及び背後の水位の組み合わせ

（押し波から引き波まで）の中から、堤体の安全率が最も低くなる状態を抽出して設計計算を行う必

要がある。 
また、海水の密度については、津波来襲時に底質が巻き上げられるような場合、海水の密度が通常

とは異なることがあるため留意する必要がある。 
 

図 2-5-4 津波波圧算定フロー 

 
（1） 谷本式 5) 

谷本らは実験によって、直立壁に作用する津波の波圧について、進行波としての津波高さ Ia  に対

し、静水面上𝜂𝜂𝜂𝜂∗ = 3𝑎𝑎𝑎𝑎𝐼𝐼𝐼𝐼の高さで p＝0、静水位で𝑝𝑝𝑝𝑝1 = 2.2𝜌𝜌𝜌𝜌0𝑔𝑔𝑔𝑔𝑎𝑎𝑎𝑎𝐼𝐼𝐼𝐼となる直線分布で、静水位以下は、一

様な波圧分布になるものとした（図 2-5-5参照）。 
𝜂𝜂𝜂𝜂∗ = 3𝑎𝑎𝑎𝑎𝐼𝐼𝐼𝐼     ·················································· （式 2-5-1） 
𝑝𝑝𝑝𝑝1 = 2.2𝜌𝜌𝜌𝜌0𝑔𝑔𝑔𝑔𝑎𝑎𝑎𝑎𝐼𝐼𝐼𝐼  ················································· （式 2-5-2） 
𝑝𝑝𝑝𝑝𝑢𝑢𝑢𝑢 = 𝑝𝑝𝑝𝑝1     ················································· （式 2-5-3） 

 
ここに、 

𝜂𝜂𝜂𝜂∗：静水面上の波圧作用高さ（m） 
𝑎𝑎𝑎𝑎𝐼𝐼𝐼𝐼：進行波としての津波高さ（m） 
𝑝𝑝𝑝𝑝1：静水面における波圧強度（kN/m2） 
𝜌𝜌𝜌𝜌0：海水の密度（通常は 1.03t/m3） 
𝑔𝑔𝑔𝑔 ：重力加速度（m/s2） 
𝑝𝑝𝑝𝑝𝑢𝑢𝑢𝑢：前面下端における揚圧力強度（kN/m2） 

  

水工研式 
（越流直前状態での谷本式を確認） 
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図 2-5-5 谷本式による津波波力 

 
なお、ソリトン分裂が発生し分裂波による波圧の増加が考えられるような条件下（水深と津波波

長の比が0.005以上）においては、𝑝𝑝𝑝𝑝1 = 3.0𝜌𝜌𝜌𝜌0𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝐼𝐼𝐼𝐼として設定する 6)。また、丸山ら 7)は直立壁が消波

ブロックで被覆されている場合に、ソリトン分裂波の砕波による衝撃力が緩和されることを示すと

ともに、その際の波圧算定式を提案しており参考にすることができる。 
防波堤がある条件での津波伝播シミュレーション結果を用いる場合には、堤体前面では反射波に

より津波波高は、防波堤のない場合のほぼ 2 倍（重複波）になるため、η（堤前の静水面からの津波

高）= 2𝑔𝑔𝑔𝑔𝐼𝐼𝐼𝐼として取り扱う。設定水位は、津波来襲時の水位を基準とする。 
谷本式は、津波高さが防波堤天端高よりも低く越流が生じない場合の押し波時においては、その

波圧分布を適正に与えることができると考えられるが、越流時や引き波時において、堤体の背面に

静水位よりも高い水位が生じる状態を評価することが難しい。 

 
（2） 水工研式 8)9)10)11) 

水産工学研究所（現水産技術研究所）は、堤体の前面及び背面における水位変動に基づく圧力バ

ランスを考慮した津波波力算定式を提示した。これにより、越流時や引き波時において堤体の背面

に静水位よりも高い水位が生じる状態を評価することが可能となった（図 2-5-6参照）。 
流れの影響等による動水圧による影響は、補正係数（ 1a 及び Ba ）により与えることとし、水理模

型実験等の結果により、前面については 1a = 1.1、背面は Ba = 0.9 として設定することができる。こ

の補正係数は、消波工の有無に関わらず適用することが出来る。また、引き波時の波圧の算定にこ

の波圧式を用いる場合、引き波時の主方向側を前面波圧側とし、津波伝播シミュレーションより求

められる施設前後の水位から波圧を算定する。 
この水工研式は、堤体上面と下面に作用する圧力を直接評価することで、浮力は、揚圧力合力 UP  

として一体として評価される形となっており、別途、浮力を評価する必要はない。 
越流時における堤体背面の静水面上の水位 Bη  は津波水塊の落下位置よりも後ろの水面が平らとな

る位置での水位を与えてもよい。 
また、堤体上面に作用する圧力分布（ 2p  及び 4p  からなる台形分布）は、図では堤体の前面から

背面において変化する水位を考慮した形として示しているが、津波伝播シミュレーションのメッ

シュサイズと構造物の寸法から考えて 2p  及び 4p  を精度よく算出することが難しいと判断される場

合は、防波堤上の平均的な水位による一様分布として扱ってもよい。 

B

S.W.L.

h’

hC

p1
pu

浮力

p1

p2η＊
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○ 前面波力 IP  の算定（非越流時は 02 =p ） 
𝑝𝑝𝑝𝑝1 = 𝜌𝜌𝜌𝜌0𝑔𝑔𝑔𝑔(ℎ′ + 𝜂𝜂𝜂𝜂) × 𝑎𝑎𝑎𝑎1 ,  𝑝𝑝𝑝𝑝2 = 𝑝𝑝𝑝𝑝1(𝜂𝜂𝜂𝜂 − ℎ𝐶𝐶𝐶𝐶  ∗)/(ℎ′ + 𝜂𝜂𝜂𝜂) ,  ℎ𝐶𝐶𝐶𝐶  ∗ = 𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚( 𝜂𝜂𝜂𝜂,ℎ𝐶𝐶𝐶𝐶) 

𝑃𝑃𝑃𝑃𝐼𝐼𝐼𝐼 =
1
2

(𝑝𝑝𝑝𝑝1 + 𝑝𝑝𝑝𝑝2)(ℎ′ + ℎ𝐶𝐶𝐶𝐶  ∗) 

○ 背面圧力 BP  の算定（非越流時は 04 =p ） 
𝑝𝑝𝑝𝑝3 = 𝜌𝜌𝜌𝜌0𝑔𝑔𝑔𝑔(ℎ′ + 𝜂𝜂𝜂𝜂𝐵𝐵𝐵𝐵) × 𝑎𝑎𝑎𝑎𝐵𝐵𝐵𝐵 ,  𝑝𝑝𝑝𝑝4 = 𝑝𝑝𝑝𝑝3(𝜂𝜂𝜂𝜂𝐵𝐵𝐵𝐵 − ℎ𝐶𝐶𝐶𝐶𝐵𝐵𝐵𝐵  ∗)/(ℎ′ + 𝜂𝜂𝜂𝜂𝐵𝐵𝐵𝐵) ,  ℎ𝐶𝐶𝐶𝐶𝐵𝐵𝐵𝐵  ∗ = 𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚( 𝜂𝜂𝜂𝜂𝐵𝐵𝐵𝐵,ℎ𝐶𝐶𝐶𝐶) 

𝑃𝑃𝑃𝑃𝐵𝐵𝐵𝐵 =
1
2

(𝑝𝑝𝑝𝑝3 + 𝑝𝑝𝑝𝑝4)(ℎ′ + ℎ𝐶𝐶𝐶𝐶𝐵𝐵𝐵𝐵  ∗) 

○ 揚圧力合力 UP  の算定（揚力及び浮力を含む） 

BppBppPU )(2
1)(2

1
4231 +−+=

 
○ 堤体重量 

dryWW =       ················································· （式 2-5-7） 
 

 
ここに、 

η ：静水面上の前面の津波高さ（m）  
Bη ：静水面上の背面の津波高さ（m）  

h′：堤体の前面における水深（m） 
𝜌𝜌𝜌𝜌0𝑔𝑔𝑔𝑔 ：海水の単位体積重量（kN/m3） 

1p ：堤体下端部における前面波圧強度（kN/m2） 
2p ：堤体上端部における前面波圧強度（kN/m2） 
3p ：堤体下端部における背面波圧強度（kN/m2） 
4p ：堤体上端部における背面波圧強度（kN/m2） 

B ：堤体幅（m） 
Ch ：堤体の静水面上の高さ（m） 

dryW ：堤体の空中重量（kN） 

1a ：前面の静水圧補正係数 

Ba ：背面の静水圧補正係数 
 

 ············· （式 2-5-4） 

 ············· （式 2-5-5） 

 ····························· （式 2-5-6） 
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（非越流時） 

 
（越流時 𝜂𝜂𝜂𝜂𝐵𝐵𝐵𝐵 ≦ ℎ𝐶𝐶𝐶𝐶の場合） 

 

（越流時 𝜂𝜂𝜂𝜂𝐵𝐵𝐵𝐵 > ℎ𝐶𝐶𝐶𝐶の場合） 
図 2-5-6 水工研式による津波波力 

  

S.W.L. η η B

h’

hC

p1 p3

p1 p3

B

B

S.W.L.

h’

hC

p1

p2

p3
p1 p3

p2η

η B

S.W.L.

η

h’

hC

p1 p3

p1 p3
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p2 p4
p4
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5.2.3 陸上の直立壁に作用する津波波力の算定式 12)13)14) 

陸上の直立壁に作用する津波波力については、下記により算定する。胸壁に対する津波波力の算定

手順を図 2-5-7に示す。 
 

 

図 2-5-7 胸壁に対する津波波力算定手順 12) 

 
（1）非越流時の津波波力 

胸壁については、越流しない場合の波力算定式としては、① フルード数による津波波力算定法、

② 津波浸水深による津波波力算定法がある。いずれも水理模型実験結果に合致する数式として示

されたものである。 

① フルード数による津波波力算定法 

胸壁がない場合の津波遡上シミュレーションにより、進行波の津波水位を算定し、胸壁設置箇

所のフルード数により、津波波力を算定する方法である（図 2-5-8参照）。フルード数 Frは次式で

定義される。 
 

𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹 =
𝑈𝑈𝑈𝑈

�𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔max 
 

 
ここで、U は水平流速、η max は進行波の最大遡上浸水深、g は重力加速度である。フルード数

Frが 0.0≦Fr≦1.5の範囲において、波圧作用高さは進行波の浸水高の α'倍とする。作用する水圧

は α倍とする。 
 

𝑝𝑝𝑝𝑝max
𝜌𝜌𝜌𝜌0𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔𝑔max

= 𝛼𝛼𝛼𝛼 𝛼1 −
𝑍𝑍𝑍𝑍

𝛼𝛼𝛼𝛼′𝑔𝑔𝑔𝑔max
� 

 ················································ （式 2-5-8） 

 ···································· （式 2-5-9） 
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𝛼𝛼𝛼𝛼′ = max{3,𝛼𝛼𝛼𝛼}  ·············································· （式 2-5-10） 

 
ここで、Zは波圧作用位置の地盤からの高さ、pmaxは最大波圧、ρ0は海水の密度である。 
無次元波圧係数 αは、以下の関数として与える。 

 
𝛼𝛼𝛼𝛼 = 1.0 + 1.35𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹𝐹2  ·········································· （式 2-5-11） 

 
ただし、フルード数 Fr が 1.5 程度を超える場合は、既往研究成果及び水理模型実験や数値計算

等を用いて無次元波圧係数 α（波圧作用高さ α'は 3とする）を検討する。 
なお、フルード数Frが不明な場合は、ηmaxとして汀線際（0m位置）の最大水深η0maxを利用し、

谷本式（α'＝3.0、α＝2.2）を用いて波力を算定する。 
フルード数による算定法では、胸壁を置かない状態で浸水シミュレーションを行い、通過波と

しての津波の浸水深と流速が必要となる。この際、津波は周期が長いため、特に常流状態では下

流側の地形や建築物（粗度）によって胸壁設置位置の水深や流速が変化し、波力算定に支障を来

す場合がある。そのため、浸水シミュレーション実施時には胸壁背後の地形をフラットにし、か

つ粗度が無い状態にする必要がある。 

 
図 2-5-8 非越流時の津波波力算定式(フルード数による方法)の概念 12) 

 
② 津波浸水深による津波波力算定法 

胸壁がある場合の津波遡上シミュレーションにより、胸壁前面の津波浸水深を算定し、浸水深

から波力を算定する（図 2-5-9参照）。 
波圧作用高さは胸壁設置時の浸水深とする。作用する水圧は静水圧の 1.1倍とする。 

 
𝑝𝑝𝑝𝑝1 = 𝜌𝜌𝜌𝜌0𝑔𝑔𝑔𝑔𝜂𝜂𝜂𝜂𝛼𝛼𝛼𝛼𝐼𝐼𝐼𝐼 ,𝛼𝛼𝛼𝛼𝐼𝐼𝐼𝐼 = 1.1  ······································· （式 2-5-12） 

 
ここで、ηは胸壁設置時の浸水深、p1は下端部における波圧、αIは静水圧の波圧係数である。 
ただし、胸壁基部側では、静水圧を大幅に上回る最大波圧が発生することがある。また、段波

砕波が発生する場合等、波圧係数が 1.1倍を上回ることがあることに留意する。 
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図 2-5-9 非越流時の津波波力算定式(浸水深による方法)の概念 12) 

 
(2) 越流時の津波波力 

胸壁がある場合の津波遡上シミュレーションを実施し、胸壁前面、背面の津波水位を算定し、そ

の水位を用いて津波波力を算定する。波力の算定にあたっては、水理模型実験、実験で検証された

数値シミュレーション、又は以下の式を用いて算定することができる（図 2-5-10参照）。 
 
ⅰ）前面 
 

𝑝𝑝𝑝𝑝1 = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐼𝐼𝐼𝐼𝜌𝜌𝜌𝜌0𝑔𝑔𝑔𝑔𝜂𝜂𝜂𝜂   ············································ （式 2-5-13） 

 

𝑝𝑝𝑝𝑝2 =
𝜂𝜂𝜂𝜂 𝜂 𝜂𝑐𝑐𝑐𝑐
𝜂𝜂𝜂𝜂

𝑝𝑝𝑝𝑝1 

 

αIは、前面法先の浸水深 ηを使用する場合は、以下の通りとする。 

 

𝛼𝛼𝛼𝛼𝐼𝐼𝐼𝐼 = 𝜂0.17
𝜂𝑐𝑐𝑐𝑐
𝜂𝜂𝜂𝜂

+ 1.27 ,  0.4 ≤
𝜂𝑐𝑐𝑐𝑐
𝜂𝜂𝜂𝜂

< 1.0 

 

また、ηの代わりに前面沖合(水面変動の小さい位置)の浸水深η0を使用する場合は、以下の通

りとする。 

 
𝛼𝛼𝛼𝛼𝐼𝐼𝐼𝐼 = 1.1  ·················································· （式 2-5-16） 

 
ⅱ）背面 
 

𝑝𝑝𝑝𝑝3 = 𝛼𝛼𝛼𝛼𝐼𝐼𝐼𝐼𝐵𝐵𝐵𝐵𝜌𝜌𝜌𝜌0𝑔𝑔𝑔𝑔𝜂𝜂𝜂𝜂∗   ··········································· （式 2-5-17） 

 

𝑝𝑝𝑝𝑝4 =
𝜂𝜂𝜂𝜂∗ 𝜂 𝜂𝐶𝐶𝐶𝐶𝐵𝐵𝐵𝐵∗

𝜂𝜂𝜂𝜂∗
𝑝𝑝𝑝𝑝3 

 

 ··········································· （式 2-5-14） 

 ····················· （式 2-5-15） 

 ··········································· （式 2-5-18） 

- 113 -



- 112 - 

ℎ𝐶𝐶𝐶𝐶𝐵𝐵𝐵𝐵∗ = min{𝜂𝜂𝜂𝜂∗,ℎ𝐶𝐶𝐶𝐶}  ········································· （式 2-5-19） 

 
ここで、浸水深 η*として、背後浸水深 ηB を使用する。津波シミュレーションにおいて法先前

面の波力算定に、法先前面の浸水深を ηとして使用する場合には、背面の波力算定には、浸水深

ηの発生時刻の背後浸水深を ηBとして用いる。前面沖合（水面変動の小さい位置）の浸水深 η0を

使用する場合は、胸壁に作用する水平波力（胸壁前面と背面の波力の差）が最も大きくなる時

刻の背後浸水深とする。波圧係数 α IBは、hC / ηB < 0.8で 0.4、hC / ηB ≥ 0.8で 0.0（背面波圧を考慮

しない）である。なお、背面波圧は、背後の地形等の影響により異なるため留意が必要である。 

 

図 2-5-10 越流時の波圧分布 12) 

 
背面水位 ηBの算出が困難である時に、η*として天端上水位 η2を用いて背面波圧の波圧係数 α IB

を算定する方法を以下に示す（図2-5-11、図2-5-12参照）。水位η2の算出にあたっては、前面水

位と天端高の差による h1から本間の公式より算出する。 
 

𝜂𝜂𝜂𝜂2 = ℎ2 + ℎ𝑐𝑐𝑐𝑐 = 0.45ℎ1 + ℎ𝑐𝑐𝑐𝑐  ································ （式 2-5-20） 

 

図 2-5-11 天端上水位η2の定義 12) 

 

このとき波圧係数 α IBは、hC / η2 < 0.8で 0.4、hC / η2 ≥ 0.8で 0.0（背面波圧を考慮しない）とす

る。 
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図 2-5-12 天端上水位η2の定義 12) 
 
5.3 津波の流れの作用に対する被覆石及びブロックの所要質量 

港外側及び津波が防波堤を越流しない場合の港内側の被覆石及び根固め・被覆ブロックの安定質量

は、以下に示す安定質量算定式によって定めることができるが、これによらない場合は、水理模型実

験等によって定めることができる。 

津波流れに対する被覆材の安定質量について、被覆石を検討する場合は、イスバッシュにより提案

されている捨石等の安定質量算定式（式 2-5-21）15)を用いることができる（図 2-5-13参照）。式 2-5-21
内のイスバッシュの定数 yの値として、埋込石及び露出した石に対する 1.20及び 0.86の値を参考とす

ることができる 16)17)。 

 

𝑀𝑀𝑀𝑀 =
𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋𝜋𝑟𝑟𝑟𝑟𝑈𝑈𝑈𝑈6

48𝑔𝑔𝑔𝑔3𝑦𝑦𝑦𝑦6(𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟 − 1)3(cos𝜃𝜃𝜃𝜃 − sin𝜃𝜃𝜃𝜃)3 

 

ここに、 

M：安定質量（t） 

ρr：捨石等の密度（t/m3） 

U：捨石等の上面における水の流れの速度（m/s） 

𝑔𝑔𝑔𝑔：重力加速度（m/s2） 

y：イスバッシュの定数 

Sr：捨石等の海水に対する比重 

θ：捨石マウンド等の法面の傾斜角（°） 

 
被覆材として平型のブロックを検討する場合は、法肩部での転倒を主要被災メカニズムと仮定して

イスバッシュの式を修正した以下の算定式（式2-5-22）を用いることができる（図2-5-13参照）18)19)。

式 2-5-22 の係数𝑥𝑥𝑥𝑥の値として、方塊ブロック（ブロックの横高さ比 α＝0.37、ブロックの縦横比

β＝1；図 2-5-14 参照）を対象とした水理模型実験から得られた式 2-5-23 に示す算定式または図 2-5-15
に示す算定図を参考とすることができる 20)。様々な形状の被覆ブロックを対象とする場合には、係数

の値について民間の知見を参考にすることができる。  

図 2-5-13 算定式に用いるパラメータ 

 

水面

マウンド

法肩

法尻

 ································· （式 2-5-21） 
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ここに、 

M：安定質量（t） 

ρr：被覆ブロックの密度（t/m3） 

U：被覆ブロックの上面における断面平均流速（m/s） 

g：重力加速度（m/s2） 

𝑥𝑥𝑥𝑥 =  𝑌𝑌𝑌𝑌 �𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼6⁄ ：質量算定の係数（Yにブロックの形状パラメータ α，βの影響を含めた係数） 

Y：質量算定の係数 

𝛼𝛼𝛼𝛼 = 𝑐𝑐𝑐𝑐 𝑐𝑐𝑐𝑐⁄ ：ブロックの横高さ比 

𝛼𝛼𝛼𝛼 = 𝑏𝑏𝑏𝑏 𝑐𝑐𝑐𝑐⁄  ：ブロックの縦横比 

h ：下流側マウンド法肩での水位(m) 

（図 2-5-13に示すマウンド法肩の水位） 

hM：マウンド厚(m)  

Sr：被覆ブロックの海水に対する比重 

θ：捨石マウンド等の法面の傾斜角（°） 

式 2-5-22、式 2-5-23 が適用できる被覆ブロック等の法面の角度は、θ ＝45°よりも緩い場合（法勾

配 1：1.0 よりも緩い勾配）に限られる。なお、低水位においては、マウンドの法尻を固定しない場合

に滑動によるブロック離脱が転倒による離脱よりも先に生じる可能性が水理模型実験により示唆され

ている 21)。また、防波堤の堤頭部では、複雑な流況条件のためにブロックの安定性が低下する可能性

が指摘されている。堤頭部での安定質量が標準部の概ね 1.5 倍以上であるという水理模型実験結果が

報告されている 20)ものの、堤頭部での不安定化の程度を調べた事例は限られており、今後の知見の集

積を注視し参考にしていくことも重要である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

𝑥𝑥𝑥𝑥 =
𝑌𝑌𝑌𝑌

�𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼𝛼6 = �1.96             ℎ ℎ𝑀𝑀𝑀𝑀 ≥ 2.7⁄
0.52(ℎ ℎ𝑀𝑀𝑀𝑀⁄ ) + 0.56   2.7 > ℎ ℎ𝑀𝑀𝑀𝑀 ≥ 1.4⁄  

図 2-5-14 方塊ブロックの概念図 

図 2-5-15 方塊ブロックの係数算定図 

0.8

1.2

1.6

2.0

2.4

1.4 1.9 2.4 2.9

x

h/hM

〇〇    ：方塊ブロック（α＝0.37、β＝1）を用いた水

理模型実験値 
,,  ：式 2-5-23の係数 xの線 

𝑀𝑀𝑀𝑀 =
𝜌𝜌𝜌𝜌𝑟𝑟𝑟𝑟𝑈𝑈𝑈𝑈6

𝑔𝑔𝑔𝑔3𝑥𝑥𝑥𝑥6(𝑆𝑆𝑆𝑆𝑟𝑟𝑟𝑟 − 1)3cos3𝜃𝜃𝜃𝜃
  ··················· （式 2-5-22） 

 ··················· （式 2-5-23） 
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津波が防波堤を越流する場合の港内側の根固・被覆ブロック等の安定質量については、堤体の背面

において防波堤を越流した津波水塊の打ち込み等の現象が生じることから、水理模型実験によって設

定することが望ましい。ただし、水理模型実験の実施が難しい場合には、簡便的な手法として三井

ら 22)による安定数を組み込んだ関係式（式 2-5-24）によって根固・被覆ブロック等の安定質量を評価

してもよい。水産庁の調査 8)によれば、方塊型の場合、安定数を 0.6程度に設定し算出される質量が安

全の目安となることが報告されている。なお、根固・被覆ブロック等の安定性は、部材の構造や形状、

積み方等に大きく依存するため、民間企業等の最新の知見を参考にすることも重要である 23)。 

捨石の肩幅については、「第 5 編 2.2.7 混成堤」に示されるように、設計波高に応じて定めてもよ

い。ただし、水産庁調査の水理模型実験によると、越流した水塊が基礎捨石の水平部から法肩の間に

落下し打込む条件では、構造的な弱点となりやすくなるので注意が必要である。 

なお、安定数の定義や根固・被覆ブロックの安定性は、堤体上部の形状（パラペットの有無）によっ

ても変わることになり、形状を工夫した場合は水理模型実験等により確認することが望ましい。なお、

水産庁の調査によれば標準的な図 2-5-16（破線）のような上部工の場合、越流水深を 1h として評価し

た場合安全側の設計となることが報告されていることから、方塊型の場合、実務上上記の安定数0.6を
参考としてよい 10)24)。 

 

 ··············································· （式 2-5-24） 

 
 
ここに、 

M：安定質量（t） 

N：安定数 

h1：越流水深（m） 

Sr：コンクリートの海水に対する比重 

ρr：コンクリートの密度（t/m3） 

 

 

図 2-5-16 安定数算出のための防波堤周辺の諸量の定義図 
 
  

𝑀𝑀𝑀𝑀 =
𝜌𝜌𝜌𝜌𝐹𝐹𝐹𝐹ℎ1

3

𝑁𝑁𝑁𝑁3(𝑆𝑆𝑆𝑆𝐹𝐹𝐹𝐹 − 1)3 

- 117 -



- 116 - 

5.4 直立消波ブロック式係船岸における上部工に作用する波圧 

津波が越流する場合の直立消波式岸壁の上部工に作用する揚圧力合力は、水理模型実験や数値波動

水路の計算により求めることを基本とする。ただし、水理模型実験や数値波動水路の計算の実施が難

しい場合には、以下に示す波圧算定式を用いてもよい。ただし、ソリトン分裂波のような段波状の津

波は対象としていないことに留意する必要がある。 
越流時の揚力係数 CLについては、水産庁の調査 9)によると、今次津波により発生する水位に対して

係数を試算した結果、概ね CL＝2.4 程度となる報告があるので、これを参考としてもよい。なお、係

数 CLは、水理実験及び数値波動水路実験により上部工の上下面に作用する圧力差より上部工に作用す

る鉛直方向の力を計算し、それより浮力を引いて求めた力（いわゆる流水力としての揚力 1)）と上部

工上の平均流速の関係を整理したものである。 
 
① 非越流時（図 2-5-9参照） 

・ 上部工の前面波圧分布は谷本式に浮力に相当する静水圧を加算して算定。 
・ 上部工下面に作用する揚圧力は矩形分布とする。 
・ 越流直前が最も厳しい状態となる。 
※ここでの揚圧力分布は揚力及び浮力を含めたものと定義する。 

 
𝜂𝜂𝜂𝜂∗ = 3𝑎𝑎𝑎𝑎𝐼𝐼𝐼𝐼 ·························································· （式 2-5-10） 

𝑝𝑝𝑝𝑝1 = 2.2𝜌𝜌𝜌𝜌0𝑔𝑔𝑔𝑔𝑎𝑎𝑎𝑎𝐼𝐼𝐼𝐼 ····················································· （式 2-5-11） 

𝑝𝑝𝑝𝑝3 = 𝑝𝑝𝑝𝑝1 + 𝜌𝜌𝜌𝜌0𝑔𝑔𝑔𝑔ℓ ···················································· （式 2-5-12） 

𝑝𝑝𝑝𝑝𝑢𝑢𝑢𝑢 = 𝑝𝑝𝑝𝑝3 ··························································· （式 2-5-13） 

𝑝𝑝𝑝𝑝2 = (1 − ℎ𝐶𝐶𝐶𝐶   ∗/𝜂𝜂𝜂𝜂∗) 𝑝𝑝𝑝𝑝1 ·············································· （式 2-5-14） 

ℎ𝐶𝐶𝐶𝐶   ∗ = min (ℎ𝐶𝐶𝐶𝐶 , 𝜂𝜂𝜂𝜂∗) ················································ （式 2-5-15） 

ここに、 
η* ：静水面上の波圧作用高さ（m） 

aI ：進行波としての津波高さ（m） 

p1 ：静水面における波圧強度（kN/m2） 

pu ：上部工下面に作用する揚圧力（kN/m2） 

ρ0 ：海水の密度（通常は 1.03t/m3） 

g ：重力加速度（m/s2） 
 

 
図 2-5-9 荷重分布イメージ図（非越流時） 
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② 越流時（図 2-5-10参照） 

・ 上部工の前面波圧分布は水工研式で算定（p1，p2） 
・ 上部工下面に作用する揚圧力は上部工に作用する揚力（流水力）を上部工の幅βで除したも

のを一定値として矩形分布として与える 
・ 揚圧力合力PUは、越流流速Uで評価した揚力（流水力）と浮力の和として算定する（式 2-5-16） 
 
揚圧力合力 

𝑃𝑃𝑃𝑃𝑈𝑈𝑈𝑈 = 𝐵𝐵𝐵𝐵 𝐵 𝐵𝐵𝐵𝐵𝑢𝑢𝑢𝑢 + (浮力) 

 = 𝐵𝐵𝐵𝐵 𝐵 𝐵𝐵𝐵𝐵𝐿𝐿𝐿𝐿
1
2
𝜌𝜌𝜌𝜌0𝑈𝑈𝑈𝑈2 + (浮力) 

図 2-5-10の矩形上部工の場合は、 

(浮力)＝𝐵𝐵𝐵𝐵 𝐵 𝜌𝜌𝜌𝜌0𝑔𝑔𝑔𝑔ℓ 

ここに、 
pu ：上部工下面に作用する揚力（kN/m2） 
CL ：揚力係数 
U ：上部工上の流速（m/s） 
ρ0 ：海水の密度（通常は 1.03t/m3） 
g ：重力加速度（m/s2） 
B ：上部工の幅（m） 

 

 
図 2-5-10 荷重分布イメージ図（越流時） 
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第 6 章  流れ 

6.1 流れの基本 

流れは、設計対象施設の設置位置における実測値又は推算値をもとに、流速及び流向を適切に設定す

るものとする。 

 
漁港・漁場の施設の設計にあたっては、定常流とみなされる流れの影響がある場合、その影響を考

慮することを原則とする。 
漁港・漁場及びその周辺における流れは、海浜流、潮流（潮汐流）、海流、吹送流、河口流等からな

る 1)2)が、実際に測定される流れは、これらの流れに波動流が複合した非常に複雑なものである。漁

港・漁場及びその周辺における流れは、漂砂の把握、浮体構造物の設計、港内の海水交換、航路の保

全、基礎の洗掘、蓄養・養殖施設の検討の他、生態系や環境に配慮した施設設計にも重要な条件とな

るので十分考慮する必要がある。沈設魚礁や増殖礁などの小型海中構造物の設計で波による水粒子速

度が重要な作用になる場合は、波動流の影響も考慮することを原則とする。 
 

6.1.1 海浜流 

海浜流は砕波帯周辺において生じる流れの総称である。波が汀線方向に進行すると、波による質量

輸送による流れが岸に向かって生じる。これを向岸流という。この向岸流は沿岸の水位を上昇させる。

その結果、汀線沿いに沿岸流が生じる。さらにある起点から集中的に沖に向かう流れとなり、これを

離岸流という。海浜流は、数値計算によって予測できるので、必要に応じ適切な解析手法を用いて推

定することが望ましい。 
 

6.1.2 潮流 

潮流は、潮汐によって発生する流れであり、場所によって大きく異なるが、周期性があり、経験的

な手法（調和解析）により予測が可能である。設置位置における潮流の最大流速は、その位置での 14
日以上の長期間の流速観測値を調和分解して得られる分潮流の合成流速から求めることが望ましいが、

信頼できる海洋潮汐モデルによる予測値や海図又は潮汐表に記載されている表層流速を用いてもよい。 
 

6.1.3 海流 

海流は、黒潮、親潮、対馬海流などの地球規模でおこる海水の水平方向の流れの総称である。海流

は、沿岸の流れと比べ時間スケールが長い現象ではあるが、場所や季節だけでなく鉛直的にも変化す

る。海流の流れの鉛直構造は、密度成層やコリオリ力にも大きく影響されるため、複雑であり、底層

付近の流速を表層の流速のみから推定することはできない。海流は、最寄りの流速観測値、信頼でき

る海洋モデルによる予測値などを参考にして適切に推定することが望ましい。 
 

6.1.4 吹送流 

吹送流は、海上を吹く風と海面との摩擦によって生じる流れである。その速度は、海面付近で最大

で、深さ方向に減少し、設計の実用上、50 m以上では無視してよい 3)。通常、海面では風速の 2～4％
程度の流速が生じる 1)。 
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6.1.5 河口流 

河口流は、河川の流れ及び感潮区間の入退潮に起因する流れの総称である。洪水時のように河川の

流量が多い場合には、河口流はほぼ河川流量のみによって決定され、このような場合には構造物周辺

に洗掘が生じることがあるので注意する必要がある。 
 

6.1.6 波動流 

波動流は、波浪下で生じる振動流である。局所的な流れとしての波動流速は、水面波形が正弦波で

近似できる場合は、微小振幅波の式2-3-2により算定できるが、近似できない場合は、規則波の非線形

波理論や不規則な水面変位をフーリエ級数で表す方法などにより算定することができる 4)。 
 

6.2 流れの諸元 

漁港・漁場の施設の設計に使用する流れの諸元は、設計対象施設の設置位置における実測値又は推

算値に基づいて適切に設定することを基本とする。 
 
海域の流れは、発生条件、地形条件及び気象・海象条件等によって性質が異なり、流向、流速も時

間的、空間的に絶えず変動している。構造物の設計に用いる流れの諸元は流向、流速であり、下記の

事項を参考にして設計対象施設の設置位置における実測値又は推算値に基づいて最も厳しい条件を設

定することを原則とする。なお、流向は流れの向かう方向である。 
① 実際に測定される流れは種々現象を含んだ複雑なものであるので、十分にその内容を分析す

ることが必要である。 
② 干満差の著しく大きな箇所、海峡、水道、潟湖の水路等では潮汐流が卓越している場合が多

い。 
③ 長い水道、海峡等では、風による吹送流が卓越している場合がある。 
④ 相当大きな河川が流入する所においては、河口付近で河口流（河川流を含む）及びその補流

によって支配される場合がある。 
 

6.3 水中の構造物に作用する流れの力 

水中の構造物に作用する流れの力は、【流れ】及び【波】の規定に従って設定した流れ及び波の諸

元、部材及び構造物の形状、粗度等を考慮して、適切に算定するものとする。 
 

水中の構造物に作用する流れの力は、形状と流れの条件に応じて適切に算定することを原則とする。 
 
定常流とみなせる流れによる水中の部材及び構造物に作用する流れ方向の力は、抗力と呼ばれ、流

速の2乗に比例する関数の式2-6-1で算定することができる。波動流単独又は波動流と定常流の共存す

る非定常流中では、流速の 2 乗に比例する抗力のほかに水粒子加速度に比例する慣性力が作用し、そ

の力は式2-6-2で表されるモリソン式 5)により求められる 6)7)。水中の部材及び構造物には、流れの方向

に作用する抗力と慣性力のほかに、それと直交する方向に揚力が作用する。揚力は抗力と同様に流速

の2乗に比例する関数で表され、式2-6-3を用いて算定される。揚力は、流れ方向の流体力に比較して

小さく、無視できることが多いが、構造形式により検討を要する。最大流体力は、ベクトル加算によ
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り求められる流れ方向の流体力と揚力との合成力の最大値として求められる。 

𝐹𝐹� =
1
2𝜌𝜌𝜌𝜌��𝐴𝐴𝐴𝐴�

� 

ここに、 
DF  ：定常流中での抗力（kN）  

ρ ：水の密度（t/m3） 
𝜌𝜌�� ：定常流中での抗力係数  
A  ：物体の基準面積（通常は、物体の流れ方向の投影面積を用いる）（m2）  
𝐴𝐴� ：定常流の速度（m/s）  

𝐹𝐹 = 1
2𝜌𝜌𝜌𝜌�𝐴𝐴|𝑢𝑢|𝑢𝑢 + 𝜌𝜌𝜌𝜌�𝑉𝑉

𝜕𝜕𝑢𝑢
𝜕𝜕𝜕𝜕  

ここに、 
F ：非定常流中での流体力（kN） 
𝜌𝜌� ：非定常流中での抗力係数 
u ：水粒子速度（m/s） 

MC  ：慣性力係数 
V  ：物体の基準体積（m3）（物体の形状別の算定式は該当施設の章を参照）  

tu  /  ：水粒子加速度（m/s2） 

𝐹𝐹� = �
1
2𝜌𝜌𝜌𝜌�𝐴𝐴𝐴𝐴�

� 定常流の場合 

1
2𝜌𝜌𝜌𝜌�𝐴𝐴𝐴𝐴�

� 非定常流の場合

 

ここに、 
FL ：揚力（非定常流の場合は揚力の最大値）（kN）  
𝜌𝜌� ：揚力係数 
𝐴𝐴 ：物体の基準面積（通常は、流れの垂直方向から見た物体の投影面積を用いる）（m2） 
𝐴𝐴� ：最大水粒子速度（m/s） 

定常流中の抗力係数と揚力係数は式 2-6-4 で定義されるレイノルズ数 Re の関数、モリソン式の抗力

係数と慣性力係数及び波動流中の揚力係数は Re と式 2-6-5 で定義されるクーリガン・カーペンター数

KCの関数であることに留意して、既往文献又は実験により適切な値を決める必要がある。 

𝑅𝑅𝑅𝑅 = �
𝐴𝐴�𝐷𝐷
𝜈𝜈 定常流の場合 

𝐴𝐴�𝐷𝐷
𝜈𝜈 非定常流の場合

 

𝐾𝐾� =
𝐴𝐴�𝑇𝑇
𝐷𝐷  

ここに、 
D ：物体の代表幅（m） 
ν ：水の動粘性係数（1.00×10-6 m2/s） 
T ：波動流速の周期（s） 

  

 ·················································· （式 2-6-1） 

 ········································ （式 2-6-2） 

 ······························· （式 2-6-3） 

 ···································· （式 2-6-4） 

 ······················································· （式 2-6-5） 
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